
第 1 部

現状と課題





1 「職業」は個人の携わる仕事の種類を指す用語である。これに類似した用語に「職種」がある。職業紹介や求
人広告等の事業者が業務上使用している「職種」は、事業（体）におけるつとめ（仕事）の種類を表している。
多くの場合、職業と職種の概念はほぼ同一であり、現実には両者は同義語として用いられることが多い。職業
や職種を区分し、それを体系化したものが職業分類/職種分類である。本報告書では用語の混乱を避けるため
に公共職業安定機関が用いている職業の区分を「職業分類 、民間の事業者が使用している職種の区分を「職」
種分類」と書き分けている。前者は仕事の種類に、後者は求人企業にそれぞれ視点を置いた名称であるが、実
務上の概念はほぼ同一である。
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第 1 章 問題意識と背景

1 問題意識

職業紹介や文書による労働者募集など人と仕事を結びつけるサービスでは、職業 に関す1

る情報を提供することが欠かせない。求人情報には、通常、勤務条件・応募要件などの情報

とともに職種名とその仕事内容が記載されている。しかし、職業の区分やその名称は求人・

求職者を仲介する事業者によって異なり、また企業レベルに目を移すと類似した仕事内容で

あっても企業によって異なる名称が用いられていることがある。このように事業者・企業に

よって職業名に違いがみられるのは、社会一般における職業に関する共通基盤が欠けている

からである。

この視点に対しては、業界単位では職業名はある程度確立しているとの反論があるかもし

れない。確かに、業界意識が強くみられる我が国の企業社会では、特に当該業界特有の職業

についてはその名称や仕事内容に関して業界内で共通認識が形成されていることも事実であ

ろう。しかし、この業界単位での職業の捉え方こそが職業に対する一般的認識の阻害要因に

なっていることも事実である。たとえば、IT 業界にはソルーション営業と呼称される営業

の仕事がある。業界内ではこの名称は一般的であり、かつその仕事内容についても一般的な

認識が共有されている。ところが業界外の人にとっては、営業の仕事であるということ以外

の情報をこの名称から得ることは難しい。

このように業界単位での業界用語的な職種名称の使用が広く行われていることから、職業

紹介事業者や求人広告事業者が職種を区分するとき業界の視点が入りやすく、職種は業界特

性を反映したものとして認識されがちである。その結果、職種の区分（すなわち職種分類）

は職種と業界の折衷になる傾向が強い 「職種×業種」型の職種分類は大別すると 2 種類あ。

る。ひとつは、仕事の種類の違いにもとづいて区分した職種の中に業界別の職種が位置づけ

られるものである。営業職の仕事を細分化するとき下位の職種を仕事の種類別ではなく業界

別に区分するのはその一例である。この職種分類は、特定の業界の求人を探している求職者

には使いやすいが、業界を問わず営業の仕事を探している求職者にとっては必ずしも利用し

やすいとはいえない。もうひとつは、まず業界別に区分して、その下位の項目を職種別に区

分するものである。上位階層に、IT、電気・電子、建築・土木、金融などの項目が設定さ

れている職種分類はその例である。この区分法が用いられると、特定業界の仕事を探してい

る求職者には求人探索が容易になるが、他方、業界を単位にして仕事の種類が異なる職種が

同一の項目のもとに位置づけられるため（IT の中には技術者だけではなく、電話等による



2 労働省編職業分類は、1953 年の設定から 1999 年の現行版に至るまで当時の労働省のもとで作成・改訂されて
いる。現行版は 2001 年の中央省庁の再編統合前に改訂されていることから、本報告書では現行版の名称であ
る「労働省編職業分類」をそのまま用いることとする。
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顧客サービスなどの事務的な仕事が含まれることが多い 、業界を問わずある特定の仕事を）

探している求職者には利便性が高いとはいえない。

我が国では職業を業界の視点からとらえる見方が依然として根強く残っている。その背景

にあるのは学校教育課程において職業について学んだり、考えたりする機会が必ずしも十分

に提供されていないこと、その延長線上で就職活動をしなければならず就職はいきおい会社

選び・業界選びになりがちなこと、企業においては仕事を通して社会人としての成熟を問わ

れるが職業人としての意識は等閑視されがちなことなどである。一方、産業については小学

校の社会科の学習に始まり高校教育の修了時までに多くの知識を獲得する。その量は職業に

関する知識の量を遙かに上回っていると考えられる。したがって求職者にとっても業界の視

点はよりなじみのある見方であるといえる。民間事業者の職種分類が「職種×業種」になり

がちなのは、正に求人企業と求職者との共通基盤が業種であるからにほかならない。

この現状に対して公共政策、なかんずく雇用政策を的確に推進するためには労働市場の動

きを統一的な尺度を使ってとらえる必要に迫られる。統一尺度の必要性は、単に労働市場の

全般的把握という行政ニーズを優先した考え方だけではなく、職業紹介や求人広告の事業者

・求人企業・求職者の三者それぞれのニーズにも根ざした考え方である。事業者の職業認識

と求人企業のそれが異なっていると、事業者は求人職種を自社の職種分類上の適切な職種に

。 、 、位置づけることが難しくなる また 事業者の職業認識と求職者のそれが食い違っていると

求職者は効率的に求人を探索することが難しくなる。したがって職業紹介・求人情報提供サ

ービスの効率や求職者の効率的な求人探索には、三者の職業認識の共有度が大きく関係して

いる。その共有度が深まれば深まるほど、三者それぞれの利便性が高まると考えられる。

現状をみると、三者が職業認識を共有するための基盤が整備されているとは言い難い。公

共職業安定機関は独自の職業分類を利用しており、他方、民間の事業者はそれぞれ独自の職

種分類を作成している。しかし、官民間の共通基盤を整備する考え方が 1999 年に示されて

いる。それは職業安定法の第 15 条である。この年の職業安定法の改正では、第 15 条の規定

は次のように改められ、職業区分の標準尺度を作成することが明記された。

第 15 条 職業安定主管局長は、職業に関する調査研究の成果等に基づき、職業紹介
、 、事業 労働者の募集及び労働者供給事業に共通して使用されるべき標準職業名を定め

職業解説及び職業分類表を作成し、並びにそれらの普及に努めなければならない。

改正前の第 15 条の規定は「公共職業安定所に共通して使用されるべき標準職業名・・・

職業分類表を作成しなければならない」となっており、その適用範囲は公共職業安定所に限

定されていた。ここに規定された「標準職業名」は労働省編職業分類 （以下 「労働省編2 、



3 労働省編職業分類は大・中・小・細分類の 4 階層で構成される分類体系である。このうち細分類レベルの職業
名が職業安定法第 15 条に規定された標準職業名に準じる代表職業名である。

4 「共通言語化」とは複数の対象がひとつの基準を共有することを意味する。一般には「共有化」や「共通化」
と同義である。しかし、本報告書で敢えて「共通言語」という用語を用いているのは、個々の職業・職業分類
の体系をそれぞれひとつの言語体系とみなしているからである。それらの独自性のある言語が同一の基準を適
用又は共有することが共通言語化である。本報告書の文脈にそって言い替えると、共通言語化の内実は官民共
通の職業分類を指向することである。

5 森博美（2006 「統計法と法の目的 『統計ちば』No.702、p3.） 」
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分類」という）に設定された代表職業名 を指している。同法の施行規則では以下の通り職3

業分類は官民の共通基盤となりうるように作成しなければならないことが明確に定められて

いる。

第 11 条 標準職業名、職業解説及び職業分類表は、職業安定局長が、雇用主、労働
者及び職業につき学識、経験ある者の中から意見を聞き、あらゆる職業にわたり、か
つ、公共職業安定所、各種施設並びに職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及び労
働者供給事業者に共通して広く使用できるようこれを作成するものとする。

このようにひとつの基準を官民で共有するという視点は我が国独自のものではなく、欧米

諸国では 1990 年代以降統計基準の共通言語化 という動きが広くみられる。各国の統計法4

は、その目的規定で統計を政府利用だけではなく、研究や企業など多方面の利用を明記した

ものが少なくない 。そのため統計基準の作成にあたっては多方面での利用が考慮されてい5

る。共通言語化は公共部門が統一基準を利用することにとどまらず、民間部門でのさまざま

な利用にも対応できうる弾力的な基準の作成とその普及を内包している。しかし、その普及

の段階は、通常は第 1 に公共部門での統一基準の作成・利用、第 2 に民間部門での統一基準

の利用の順になる。分野によって統一基準の普及には遅速があるが、職業分類に限ってみる

と公共部門内での共通言語化にとどまっていることが多い。たとえば、イギリス・アメリカ

・オーストラリア・カナダなどでは中央政府の統計部局が作成した職業分類を政府の運営す

る職業紹介機関も共有しているが、民間部門への広がりはみられない。我が国の場合、労働

省編分類は総務省統計局の作成している日本標準職業分類に準拠して作成されており、この

点で公共部門における職業分類の共通言語化は達成されているといえる。1999 年の改正職

業安定法第 15 条の新奇性は、共通言語化の範囲を民間部門にも拡大した点にある。

労働省編分類は改正職業安定法第 15 条によって新たな役割を担うことになった。ここで

労働省編分類が負っている役割を整理しておこう。図表 1 は、労働省編分類が果たしている

主な役割を図示したものである。第 1 は労働省編分類の固有の役割である。労働省編分類は

職業紹介業務用の分類として作成され、主に公共職業安定機関における求人・求職者の職業

別区分や職業紹介業務で用いられている。

第 2 は公共部門における職業分類の共通言語としての役割である。労働省編分類は 1953

年の作成時にはアメリカ労働省の職業分類に準拠して技能度にもとづく分類枠組みを採用し

ていたが、1965 年の改訂からは日本標準職業分類との整合性を図っている。その理由は、
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職業安定業務統計と日本標準職業分類に準拠した各種統計調査の結果との照合や比較を可能

にするためであった。その後、労働省編分類は改訂のたびに日本標準職業分類との整合性の

度合いを高め、1999 年の改訂では日本標準職業分類に設定されている項目をすべて労働省

編分類にも設定して、両者の完全な整合性を確保している。

第 3 は労働市場における職業分類の共通言語としての役割である。1999 年の改正職業安

定法で新たに付け加えられたのが正にこの点である。第 15 条は労働省編分類を官民共通の

職業分類の基盤にすることを謳っているわけではないが、以下にみるように実質的に労働省

編分類が共通基盤の出発的になっていると考えられる。既に公共部門における共通言語化の

目的は達せられており、労働市場における官民共通の職業分類の基盤を整備できたとき名実

ともに職業分類の共通言語化が完遂する。

図表 1 労働省編職業分類の役割と課題

職業紹介業務上の役割

公共職業安定機関における求人・
求職者の職業別区分の基準
課題：現実の求人動向との対応

行政政策上の役割 労働市場における役割

分類体系の準拠枠に日本標準 官民共通の職業分類の基準
職業分類を採用 課題：民間部門の職業分類との
課題：日本標準職業分類に準拠 対応

することから生じる問題

職業分類の共通言語化

前述の通り労働省編分類の第 3 の役割は、1999 年の改正職業安定法で新たに追加された

ものであるが、法改正の理由はどこに求めるべきであろうか。そもそも職業安定法を改正し

た目的は、1997 年の ILO 第 85 回総会で採択された第 181 号条約（民間職業仲介事業所に関

する条約 を批准するために国内法を整備する必要があったからである 第 181 号条約の第 2） 。

条第 2 項ではすべての種類の労働者及びすべての部門の経済活動に本条約を適用すると規定

公共部門における職業分類

の共通言語化

労働市場における職業分類

の共通言語化



6 有料職業紹介事業における取扱職業は、1997 年 3 月まで 29 職種に規制されていたが、その後 2 度にわたる規
制緩和を経て自由化が達成された。まず、1997 年 4 月の職業安定法施行規則の改正では取扱職業をネガティブ
リストによって規制することに変更し、取扱職業の範囲が大幅に緩和された。次に 1999 年 6 月の職業安定法
の改正では、取扱職業のネガティブリストが 2 項目に縮小され、取扱職業は原則自由化された（第 32 条の
11 。この職業安定法の改正を受けて 1999 年 7 月に ILO 第 181 号条約が批准された。なお、第 181 号条約のい）
う「民間職業紹介事業所」には民営の職業紹介事業だけではなく労働者派遣事業も含まれることから、いわゆ
る労働者派遣法も ILO 条約の基準を満たすように 1999 年に改正されている。
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している。しかし、当時の職業業安定法は第 32 条で有料職業紹介事業における取扱職業の

範囲を規制していた。この第 32 条の規定を ILO 第 181 号条約の水準に引き上げることが法

改正の主な目的であった 。6

次に有料職業紹介事業における取扱職業の自由化と職業分類の共通言語化との接点につい

て考えてみよう。改正職業安定法では有料職業紹介事業者に事業報告書の提出を求める規定

（第 32 条の 16）を新たに追加しているが、その中で「事業報告書には ・・・当該事業に、

係る求職者の数 ・・・その他職業紹介に関する事項を記載しなければならない」としてい、

る。実際に報告が求められている事項には、職業別の求職申込件数・求人数・就職件数が含

まれている。この職業別の区分に用いられているのが労働省編分類である。労働市場におけ

る労働力の需給状況を全体的に把握するためには、事業者に対して同一の尺度を適用する必

要がある。公共職業安定機関の業務報告では職業別の求職者数・求人数・就職件数を労働省

編分類にもとづいて集計しており、有料職業紹介事業者にも同一尺度での報告を求めること

になったものと考えられる。したがって官民共通の職業分類の基盤を考える出発点として労

働省編分類を位置づけていたといえよう。

民間事業者の使用している職種分類と労働省編分類では項目の数・名称・位置づけなどの

点で違いが大きいことが当時から認識されていた。そこで当時の労働省は同一尺度による労

働力需給情勢の把握が可能かどうかを探るために 1997・98 年度の 2 年にわたり全国求人情

報誌協会（現在の「全国求人情報協会 ）に「民間労働力需給調整に係る雇用情勢把握のた」

めの基礎研究」を委託している。この研究の成果は「求人広告統計調査研究業務報告書」と

して 1999 年 3 月にとりまとめられている。同報告書は、求人広告事業者が共通して使用す

る統一職種分類指標の試案を提示している。この試案は、政府統計との整合性を確保する観

点から労働省編分類の枠組みに準拠し、分類構造は大分類レベルのみの単一構造となってい

る。しかし、統一職種分類指標は集約の度合いが最も高い大分類レベルの職業で構成されて

いるとはいえ、予備作業で項目を比較した 3 社の職種分類には労働省編分類の大分類項目に

対応させることが難しい項目が 1 割近く含まれていた。

更に当時の労働省は、改正職業安定法の成立を受けて、求人・求職者のマッチング等のた

めの官民共通の職業名解説等のあり方を検討する場として 1999 年 8 月に「職業情報につい

ての検討委員会」を設置している。この委員会では、職業名や職業の区分について官民の間

に大きな違いがあるという現実を前提にして、まず両者の共通点を見いだしたうえで官民協

力のあり方を考えるという視点から議論が行われている。2000 年 3 月にとりまとめられた



7 この報告書を受けて、当時の労働省は職業情報のあり方について更に議論を深めるために 2000 年 9 月に「官
民職業情報委員会」を設置し、職業情報をめぐる現状・課題・今後の方向性について検討を行い、2001 年 3 月
に報告書がとりまとめられている。この報告書の中で職業情報の内容と提供の形態について、社会が等しく共
有できる職業情報の基盤として多面的な内容であること、情報はデータベースとして整備することなどが指摘
された。この視点を踏まえてデータベース型の職業情報の開発が行われ、その成果は労働政策研究・研修機構
が 2006 年 9 月からインターネットで公開しているキャリアマトリックスに結実している。
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同委員会の報告書では特に次の点が強調されている 。第 1 に、職業紹介・職業相談におけ7

る職業名の重要性は認識するものの、時代の流れに的確に対応した職業情報の提供を重視す

べきである。第 2 に、そのためには幅広い職業情報を横断的に整備することが求められる。

この委員会では職業分類のあり方そのものには触れられず、議論の中心はより広い見地から

みた職業情報のあり方にあった。

上にみた通り、改正職業安定法第 15 条には職業分類の共通言語化の方向が示されている

が、この規定は官民の関係者の共通理解にもとづくものではない。たとえば、職業情報検討

委員会では 「民」を「官」の論理にしたがわせる共通言語化の方向であれば問題であると、

の指摘がなされている。また、この規定は官民の職業分類間の乖離の実態を十分に踏まえた

ものとは言い難い。第 15 条に規定されている共通言語化の対象は職業紹介事業・労働者募

集・労働者供給事業であるが、これまでに実態調査が行われているのは求人広告事業に限ら

れている。しかし、その求人広告事業では有料求人情報誌の市場が急速に縮小し、インター

ネットを通して求人情報を提供するサイトが増え、情報提供の形態そのものが大きく変化し

ている。同様に有料職業紹介の分野では、取扱職種の自由化と労働者派遣事業における紹介

予定派遣制度の導入にともなって職業紹介の事業許可を取得する事業者が急激に増えてい

る。このように民間の労働力需給調整機関は大きく変わりつつあり、そこでの職種分類の利

用については実態把握が遅れている。

これらの点から推し量ると改正職業安定法第 15 条の規定は、労働市場における労働力の

需給状況を全体的に把握する手段が必要であるという行政側のニーズから生まれたものと考

えられる。つまり理念先行の規定であるといえよう。実態把握が遅れ、関係者間の共通認識

の醸成が不十分な中で推進された職業分類の共通言語化という考え方はその妥当性が厳しく

問われているといえる。共通言語化を意味あるものとするためには看板を掲げて方向性を示

すだけではなく、それにみあった内容を備えることが重要である。その第一歩は、民間部門

における職種分類の実態を踏まえたうえで共通基盤の形成に係る条件を探ることから始める

のが適当であろう。本稿はそのための小論である。

2 問題の背景

労働省編分類と民間事業者の使用する職種分類は、分類の体系・構造・職業名・個別職業

の位置づけなど多くの点で異なっている。図表 2 は、その違いの様相を視覚的・直感的にと

らえられるように労働省編分類と代表的な求人広告事業者・有料職業紹介事業者の職種分類

を大分類レベルで対比したものである。G 社の分類構造は大・中・小分類の 3 階層、S 社の
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ものは大・中・小・細分類の 4 階層である。この対応図から少なくとも 5 つの違いを読み取

ることができる。そのうちの 4 つは項目数・項目名称・項目設定の考え方・項目の配列に関

する異同である。5 番目の相違点は項目の対応関係である。一対一の対応関係にあるものは

まれである。これらの違いについてその要点を以下に記そう。

図表 2 労働省編職業分類と求人広告・有料職業紹介事業者の
職種分類との大分類レベルにおける対応関係

求人広告事業者(G 社) 労働省編職業分類 有料職業紹介事業者(S 社)
ソフトウェア関連 専門的技術的職業 営業
電気・電子・その他技術 管理的職業 企画・事務
営業・企画・事務関連 事務的職業 IT・通信
販売・サービス関連 販売の職業 電気・電子・機械・自動車
クリエイティブ関連 サービスの職業 メディカル・化学・食品
スペシャリスト・管理職 保安の職業 建築・土木

農林漁業の職業 コンサルタント・金融・不
運輸・通信の職業 動産・流通

生産工程・労務の職業 クリエイティブ
販売・サービス
その他

（注）G 社・S 社はともに本研究のヒアリング対象企業である。両社のヒアリング記録は第 2 部の事例を参
照されたい。

第 1 に、項目数の違いは 2 つの理由に起因している。ひとつは求人の取扱がない（あるい

は極めて少ない）ために、項目が設定されていないケースである。民間事業者の分類には保

安と農林漁業の職業が設定されていない。もうひとつは職業/職種を集約する際の考え方の

違いである。求人数の多い分野を独立した大分類項目として設定したり、求職者の求人探索

に配慮して項目の選択に迷わないように項目数を抑えたりしている。

第 2 に、項目の名称は民間事業者の場合必ずしも職種名になっていない。大分類レベルの

項目には下位の職種を集約した結果をとりまとめるための名称が付けられているが、その名

称は現実の仕事を幅広く包含するカテゴリー名になっている。また、求職者が求人を探しや

すいように分野別の一般的な名称も用いられている。

第 3 に、項目の設定については業種区分の視点が色濃く反映されている。職業の区分は本

来、業界の概念に対して中立的であるが、業界を単位とした項目の設定がみられる。特に技

術者を区分する場合にはこの傾向が強い。電気・電子、IT、建築、金融などの項目がこれ

に該当する。

第 4 に、項目の配列は三者三様である。労働省編分類は日本標準職業分類に準拠している

が、日本標準職業分類の項目の配列は 1968 年版の国際標準職業分類の項目に準じている。

国際標準職業分類の項目配列は、英国のノンマニュアルとマニュアルの仕事の区分を下敷き
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にしているとみられている。他方、民間事業者の職種分類では、求人件数や各社の事業戦略

にもとづいて項目の配列が決められている。

第 5 に、労働省編分類の項目と民間事業者の職種分類のそれを一対一に対応させるのは難

しい。上位の階層の項目はその下位に位置づけられた項目を集約したものである。したがっ

て、大分類レベルで集約したとき労働省編分類では他の大分類の下位に位置づけられている

項目が含まれていると、G/S 社の項目は労働省編分類の項目と一対一の対応にはならず、複

数の労働省編分類の項目に対応することになる。たとえば、電気・電子等の項目には技術者

だけではなく、G 社では小分類に、S 社では中分類にそれぞれ保守・修理の仕事（名称はサ

ービスエンジニア）が含まれている。この仕事は労働省編分類では大分類「生産工程・労務

の職業」に位置づけられている。

このように大分類レベルの項目を一瞥しただけでも労働省編分類と民間事業者の職種分類
いちべつ

との間には大きな溝があることが分かる。その背景にはいくつかの要因を指摘することがで

きるが、結論を先に述べれば両者のマーケットの違いに尽きる。労働省編分類の準拠してい

る日本標準職業分類は我が国のあらゆる職業に適用できるように作成された網羅的な分類体

系である。職業にはそれぞれ何らかの特殊性があり、それに配慮して分類体系を組み立てる

のではなく、一定の分類原則を定めてそれをもってすべての職業に適用し区分している。一

方、民間の事業者はあまねくすべての職業を対象とするというよりも、求人の多い分野を中

心にして職種を区分している。求人・求職者に配慮して、求人の多い分野の職種は細かく区

分され、逆に求人の少ない分野の職種は粗く設定される傾向にある。

職業紹介や求人広告の事業者が事業の対象として狙っている求職者はそれぞれ異なってい

るとみられる。図表 3 は、労働力の量的側面と質的側面の 2 つの要素で表される平面上に各

事業者が狙っている主な求職者層を図示したものである（この図はあくまでも各事業者の相

対的位置づけの違いを示したイメージにすぎない 。労働力の量的な面と応募要件の難易度）

にもとづく質的な面との関係は、図の左上から右下に引いた破線で表すことができよう。こ

れは、応募要件が緩ければそれに該当する人は多く、逆に応募要件が厳しいとそれに該当す

る人は少なくなることを示している。公共職業安定機関の取り扱う求人・求職者は、第 2 象

限が中心になっている。この分野は応募要件が相対的に平易であり、それに該当する人材が

相対的に多くいることが特徴である。求人広告事業者が対象とするマーケットは第 2 象限と

第 4 象限に広がっている。求人広告は、新聞の折込求人紙・有料/無料の求人情報誌・イン

ターネットの求人サイトなどさまざまな媒体を通して提供されている。このうち折込求人紙

や無料求人情報誌のマーケットは第 2 象限が中心であり、他方、有料求人情報誌や求人サイ

トは第 4 象限を対象とした媒体である。人材紹介会社の取り扱う求人は相対的に応募要件の

難しいものが多く、それに該当する人材は量的に限られている。したがって人材紹介会社の

マーケットは第 4 象限が中心になる。公共職業安定機関・求人広告事業者・有料職業紹介事

図業者のマーケットはそれぞれ重複している部分が一部でみられるものの、中心となるマー
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表 3 人材ビジネスの市場

労働力
多○

公共職業安定機関

応募要件の難易度求人広告

易 難○ ○

人材紹介会社（登録型）

人材紹介会社（サーチ型)

少○

ケットは明らかに違っている。

このようなマーケットの違いが各機関・事業者を利用する求人・求職者の違いとなって表

れている。まず、求職者の利用状況をみておこう。

、 、入職者の入職経路をみると 求人広告を利用して入職した者は入職者全体の 3 割強をしめ

公共職業安定機関を利用した者は 2 割である（図表 4 。また、民営職業紹介事業者の利用）

者は 1.6%にとどまっている。ここでは各経路の特徴を鮮明にするため、職業別・年齢別の

入職者構成比をみてみよう。公共職業安定機関を利用して入職した者は、職業別にみると生

産工程・労務の職業と事務的職業が特に多い。この 2 つの職業で入職者全体の半数をしめて

いる。次に多いのが専門的技術的職業、サービスの職業、販売の職業である。民営職業紹介

事業者を利用した者は特に専門的技術的職業、事務的職業、サービスの職業に多く、これら

の職業での入職者は全体の 3/4 をしめる。求人広告の利用者はサービスの職業が突出し、4

割弱をしめている。それに次いで入職者が多い職業は販売の職業、生産工程・労務の職業、

事務的職業である。

このように入職者の多い職業は経路ごとに違いがみられる。次に職業を基準にして各経路

の構成比をみると、経路ごとの強みをみることができる。専門的技術的職業と事務的職業で

は、公共職業安定機関経由の入職者と求人広告を利用して入職した者が同程度の割合をしめ

ている。他方、販売・サービス・保安の職業では求人広告経由の入職者比率が公共職業安定

機関経由のそれを大幅に上回っている。それとは逆に公共職業安定機関経由の入職者比率が

求人広告経由のそれを凌駕しているのは生産工程・労務の職業である。民営職業紹介事業者

を利用して入職した者は、事務的職業と専門的技術的職業で相対的に割合が高い。
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図表 4 職業別年齢別入職経路の構成比
(%)

入職経路

公共職業安定機関 民営職業紹介事業者 求人広告

20.3 1.6 33.5計
17.0 （ 15.2 ） 2.4 （ 27.0 ） 17.4 （ 9.3 ）専門的技術的職業 1

9.3 （ 1.1 ） 1.9 （ 3.1 ） 12.4 （ 0.9 ）管理的職業
27.6 （ 22.0 ） 2.7 （ 27.3 ） 27.9 （ 13.4 ）事務的職業
15.4 （ 10.4 ） 1.1 （ 9.9 ） 40.6 （ 16.7 ）販売の職業
11.2 （ 13.7 ） 1.3 （ 20.9 ） 53.0 （ 38.9 ）サービスの職業
22.1 （ 1.9 ） 0.0 （ 0.3 ） 47.8 （ 2.4 ）保安の職業 2

27.5 （ 6.4 ） 0.3 （ 1.2 ） 23.4 （ 3.3 ）運輸・通信の職業
32.1 （ 28.5 ） 0.8 （ 9.3 ） 26.7 （ 14.4 ）生産工程・労務の職業

19 歳以下 17.6 （ 9.7 ） 0.0 （ 0.5 ） 42.2 （ 14.1 ）

20 ～ 24 歳 12.9 （ 15.2 ） 1.2 （ 18.7 ） 38.5 （ 27.5 ）

25 ～ 29 歳 23.6 （ 17.3 ） 2.9 （ 27.1 ） 35.7 （ 15.8 ）

30 ～ 34 歳 26.8 （ 14.9 ） 3.0 （ 21.5 ） 31.0 （ 10.5 ）

35 ～ 39 歳 20.9 （ 9.8 ） 1.3 （ 8.0 ） 31.8 （ 8.8 ）

40 ～ 44 歳 24.6 （ 8.9 ） 1.4 （ 7.0 ） 31.8 （ 6.9 ）

45 ～ 49 歳 26.6 （ 7.5 ） 2.3 （ 8.4 ） 29.2 （ 5.0 ）

50 ～ 54 歳 24.7 （ 7.9 ） 0.9 （ 4.4 ） 29.2 （ 5.7 ）

55 ～ 59 歳 19.1 （ 4.8 ） 0.6 （ 2.2 ） 25.4 （ 3.9 ）

60 ～ 64 歳 20.7 （ 4.0 ） 0.4 （ 1.5 ） 14.2 （ 1.7 ）

65 歳以上 6.3 （ 0.3 ） 0.0 （ 0.6 ） 4.7 （ 0.1 ）

（出所）厚生労働省「平成 16 年雇用動向調査」
（注）1. 括弧内の数値は、入職経路ごとの職業別・年齢別入職者の構成比である。職業別構成比は「その他の

職業」を除外しているため合計は 100.0 にはならない。
2. 表中の「0.0」は該当数値はあるが四捨五入の結果、表章単位に満たないものを示す。

次に年齢別の入職者構成比をみてみよう。経路別にみると特徴は 2 つある。第 1 に、経路

の違いにかかわらず入職者の多い年齢層は共通している。すなわち 20 ～ 34 歳層である。入

職者の中心は求人広告が 20 歳代前半層、民営職業紹介事業者が 20 歳代後半～ 30 歳代前半

層である。公共職業安定機関もこの年齢層の入職者が多いが、他の経路に比べてこの年齢層

の構成比が突出しているとは言い難い。第 2 に、いずれの経路も年齢区分が上昇するにつれ

て入職者の構成比が逓減している。大局的にみると年齢と入職者数は反比例の関係になって

いる。

年齢別の入職者構成比のもうひとつの面、すなわち年齢を基準にして各経路の構成比をみ

てみよう。60 歳以上層を除くすべての年齢層で求人広告を利用して入職した者の割合が最

も高い 求人広告経由の入職者が特に高い比率をしめる年齢層は 20 歳代である 30 歳代・40。 。

歳代でも全体の 3 割程度をしめている 他方 公共職業安定機関経由の入職者は 30 歳代・40。 、

歳代で高い割合をしめている。民営職業職業紹介事業者経由の入職者構成比が比較的高い年

齢層は、20 歳代後半～ 30 歳代前半層である。

以上のように入職者は経路ごとに職業・年齢に特徴のあることが分かる。一方、労働力需
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給調整機関を利用する求人企業にも何らかの特徴があるかどうかを次にみてみよう。

図表 5 は、公共職業安定機関・民営職業紹介事業者・求人広告事業者における職業別求人

数の構成比である。公共職業安定機関で特に多い求人は生産工程・労務の職業と専門的技術

的職業である。この 2 つの分野で全体の過半をしめている。民営職業紹介事業者は 2 つに大

別できる。ホワイトカラーの職業を中心として職業紹介を行う、いわゆる人材紹介会社と特

殊な技術・技能を持つ者の職業紹介を行う民営職業紹介所である。図表 5 の民営職業紹介事

業者の求人数構成比はこの両者の求人数を合計したものである。全体として求人の多い分野

は、専門的技術的職業・販売の職業・事務的職業である。人材紹介会社の求人は専門的技術

的職業・事務的職業・販売の職業で、民営職業紹介所の求人は販売の職業とサービスの職業

でそれぞれ多いとみられる。求人広告事業者のデータはやや古いが、労働省編分類にもとづ

いて広告件数を集計した希少なデータなのでここに再掲した。正社員向け求人情報誌の広告

件数は、専門的技術的職業と販売の職業で特に多い。両者で全体の 4 割強をしめている。次

いで広告の多い分野は事務的職業とサービスの職業である。

このように求人の多い職業/職種は事業・機関によって異なっている。職業/職種分類を職

図表 5 職業別求人数の構成比
(%)

4項目数比率 公共職業安定機関 民営職業紹介事業者1 2 3
求人広告

15.4 21.8 43.6 25.8専門的技術的職業
6（芸能家）5

(0.3)

1.8 0.4 7.5管理的職業
4.7 11.4 16.0 18.0事務的職業
3.3 16.2 20.8 22.0販売の職業

(7.0)（マネキン）
3.8 7.6 9.2 17.5サービスの職業

(5.0)（家政婦）
(0.5)（調理師）
(0.9)（配ぜん人）
(0.0)（モデル）

0.9 3.4 0.2保安の職業
7農林漁業の職業 3.1 0.4 0.0

3.3 6.5 0.4 3.5運輸・通信の職業
63.8 32.2 2.3 7.6生産工程・労務の職業

5.6その他・分類不能

（出所）厚生労働省 平成 16 年度『労働市場年報』及び平成 16 年度「職業紹介事業報告 「求人広告統計調」、
査研究業務報告書」p.59

（注）1. 労働省編職業分類の細分類項目数の構成比
2. 2004 年 8 月の新規求人数
3. 有料職業紹介事業における 2004 年度の求人数
4. 1998 年 10 月の求人広告事業者 2社の正社員向け求人情報誌に掲載された広告件数
5 括弧内の職業は 1997 年に民営職業紹介事業者の取扱職業がネガティブリスト化される前に職業紹介
が認められていた職業のうち代表的なものである。

6. 括弧内の数値は内数である。
7. 表中の「0.0」は該当数値はあるが四捨五入の結果、表章単位に満たないものを示す。



8 2004 年度の『労働市場年報』によると小分類項目のうち新規求人数が最も多いのは「商品仕入・販売外交員」
である。この項目は全体の 7.8%をしめている。次位は「販売店員」の 5.9%である。この 2 項目で全体の 14%
弱をしめる。

9 2004 年度の『労働市場年報』によると新規求人数が 100 人未満の小分類項目は 14 ある。なお 『労働市場年、
報』に掲載されている小分類項目は労働省編分類の 379 項目のうち 110 項目である。そのうち 14 項目
（12.7%）で新規求人数が 100 人を下回っている。

10 たとえば、情報通信の分野では技術の専門性に対応したさまざまな人材が求められているが、労働省編分類
ではこの分野の技術者は 2 項目しか設定されていないため、求人が必ずしも的確に位置づけられていない可
能性がある。

12

業紹介等の業務で用いる際には、マッチングの基礎データとして求人者の求める人材が適切

な職業/職種に位置づけられることが重要である。この観点から図表 5 の労働省編分類の大

分類別項目数構成比と現実の求人/広告比率を対比してみると、求人の多い分野での項目数

が必ずしも多いとは言い難い 特に事務・販売・サービスの職業では 項目数比率が求人数/。 、

広告件数構成比を大幅に下回っている。ひとつの職業分野の中で同一の仕事内容の求人/広

告が多いのであれば、それに対応した項目が設定されていればよく、項目数を増やさなけれ

。 、 、ばならない必然的な理由はない しかし さまざまな仕事内容の求人/広告が混在していて

かつ数が多い場合には、マッチングの効率を優先して考えるとそれぞれの仕事に対応した項

目を設定することが望ましい 。一方、生産工程・労務の職業のように求人の量に比べて項8

目数が多すぎるのも問題である。現実には利用されていない項目や求人数が極めてわずかな

項目があり 、それらの職業分野では既存の項目を再検討する必要がある。9

分類項目に関する問題は量の面だけではなく質の面も関係する。事務・販売・サービスの

職業における主な問題は量的なものと考えられるが、専門的技術的職業に求められているの

は量よりもむしろ質である。技術の進展や専門性の分化にともなって新たな職務内容を持つ

仕事が出てきている。これらの新たな動きに対応して既存の分類項目を修正しないと、求人

の位置づけが不適切になる可能性がある 。10

図表 5 にはもうひとつ大きな問題が潜んでいる。本稿のテーマである共通言語化に関する

問題である。労働力需給の状況を大局的見地から把握するためには、実務では個々の機関・

事業者がそれぞれ独自の職業/職種分類を利用するとしても、全体を集計するときの共通尺

度を共有する必要がある。図表 5 の民営職業紹介事業者の求人数は厚生労働省に報告された

数値をとりまとめた「職業紹介事業報告」にもとづいている。しかし、上の図表 2 に示され

ている通り労働省編分類と民間事業者の職種分類とは一対一の対応が困難である。専門的技

術的職業の中には技術者・専門職以外の職種が混じっており、他の職種が混入しているのは

他の大分類項目でも同様と考えられる。このような状況は報告の数値そのものの信頼性を失

わせかねない重大な問題である。

民営職業紹介事業者が労働省編分類の大分類項目にもとづいて自社の求人・求職者数を的

確に位置づけることは技術的には困難な問題とはいえないが、それを実施することは現実に

は極めて困難である。それは、事業者の多くが求人・求職者のデータベースを中心にした自
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社の独自のシステムを構築しているからである。職種分類はその中に組み込まれている。し

たがって自社の求人・求職者数を労働省編分類にあわせて出力しようとすると、そのための

プログラムを新たに作成するか、手作業で再集計するか、あるいは自社の職種分類を労働省

編分類にあわせて修正しなければならない。いずれの方法をとるにしてもそのメリットが明

らかにならない限り、民間事業者側が労働省編分類に歩み寄る可能性は低いと言わざるをえ

ない。

この問題は求人広告事業者も共有している。図表 5 の求人広告事業者の求人数は、集計対

象 2 社の職種分類の小分類項目と労働省編分類の小分類項目を一対一に対応させて再計算し

たものである。一対一の対応が難しい項目は、1 社では全項目の 6.6%、もう 1 社では 2.2%

をしめている。非対応項目の多くは、労働省編分類では複数の項目に該当するものと項目名

称だけでは対応関係の判断が困難なものに分けられる。9 割以上の項目は労働省編分類と一

対一の対応が可能とはいえ、実際に項目を対応させて再集計するには人手や経費がかかり、

民営職業紹介事業者の場合と同様に実行できるかどうかは別問題である。

以上の視点を総括すると次のようにまとめられよう。労働省編分類と民間の労働力需給調

整事業者の職種分類は、集約の程度が最も高い大分類レベルの職業でも一対一の対応をとる

ことが難しい項目が多く存在する。この背景には民間事業者と公共職業安定機関では求人・

求職者層が異なっていることが指摘できる。求人の多い職業分野は機関・事業者間で一部重

複しているものの、全体としてみると三者間には明確な違いがみられる。求人分野の違いを

反映して、入職者も職業別・年齢別にみると各機関・事業者のそれぞれの特徴がみられる。

民間事業者の職種分類は特に求人の出現状況に敏感に反応して項目の設定が行われている。

すなわち求人の多い分野は細かな区分に、逆に求人の少ない分野は粗い区分になりがちであ

る。一方、労働省編分類は国内のあらゆる職業を網羅することが求められており、一定の分

類基準に則って項目が設定され、体系を日本標準職業分類に準拠していることから改訂間隔

が民間事業者の職種分類に比べて長くなっている。これらの要因が複合的に作用して両者の

違いを大きなものとしている。しかし、政策の視点に立つと労働力の需給状況を全体として

把握する術が必要である。ここから職業分類の共通言語化の考え方が生まれ、それが 1999

年の職業安定法第 15 条の改正につながっている。

3 本研究の目的

我が国における職業分類の共通言語化は漸進的にその輪を拡大してきた。まず、公共部門

において共通言語化が達成されている。1965 以降、労働省編分類は日本標準職業分類との

整合性を確保している。この共通言語化は政策的見地からの判断であり、労働省編分類が日

本標準職業分類に歩み寄ることによって実現した。次の段階は、公共部門と民間部門との共

通言語化である。この方向は、1999 年の改正職業安定法第 15 条で初めて提示された。共通

言語化の範囲に含まれる民間の事業者は、職業紹介事業者・労働者募集事業者・労働者供給
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事業者の三者である。公共部門内での共通言語化であれば （極端な言い方をすると）労働、

省編分類が日本標準職業分類の枠組みを借用すれば済む話であった。

しかし、こと官民共通の職業分類になると、民間部門の関係者を巻き込んでいるうえ、現

実には官民の分類間の隔たりが大きい。政府は改正職業安定法の施行にあたって民間事業者

の事業活動を把握する必要上、労働省編分類にもとづいた職業別のデータを事業報告で求め

ているが、官民間の分類体系の違いを考慮するとそのデータの信頼性は高いとは言い難い。

また、たとえ民間事業者の職種分類を労働省編分類にあわせる方向が共有されたとしても、

多くの事業者が職種分類を自社のシステムの中に組み込んでいる現状を考慮すると、共通言

語化の実現可能性は不透明である。

共通言語化の方向は示されている。しかし、それを実現するための道筋が示されているわ

けではない。1999 年に求人広告事業者の使用する職種分類の実態把握が行われているが、

当時の調査対象であった求人情報誌は近年インターネットで求人情報を提供する求人情報サ

イトや無料求人情報誌への代替が進行している。また、有料職業紹介事業者（とりわけ人材

紹介会社）もインターネットでの求人情報の提供を重視している。求人情報がインターネッ

トで提供されるようになると職種分類に対する考え方は使用目的にあわせて変化してきてい

る。このように民間の事業者は時代の変化に対応して職種分類を考えている。しかし、共通

言語化を支える各事業者がどのような職種分類を使用しているのかその実態把握は 1999 年

。 、 。以降実施されていない また 関係者間の共通認識を醸成するための取り組みも遅れている

この文脈において本研究は、民間事業者の使用している職種分類の実態を詳らかにすること
つまび

を通じて共通言語化の土壌を明らかにするとともに、共通言語化を実現するための条件を探

るものである。具体的な目的は次の通りである。

1. 民間事業者の使用している職種分類の特徴を整理する。体系や構造といった表層的な点

だけではなく、考え方や実際の運用方法などにも深く踏み込んで特徴を把握する。

2. 共通言語化の隘路となる要因を明らかにする。1999 年に求人広告事業者の職種分類と労

働省編分類の架け橋として統一職業分類指標が作成されているが、現実にはこれまで同

指標にもとづいた集計は行われていない。尺度を作成しても利用されなければ、作成し

なかったのと同じである。この背景には、職種分類の利用・運用の違い、システムとの

関連、コンセンサス作りなどのさまざまな問題が絡み合っている。このような共通言語

化を推進する際に障害となりうる要因を整理する。

3. 共通言語化の実現を下支えする条件を整理する。民間事業者の実態を踏まえたうえで官

民共通の職業分類として実務での使用に堪えうるものを作成するために必要な条件を整

理する。



11 厚生労働省の「職業紹介事業報告」には有料職業紹介事業所の全事業所数が掲載されているが、そこでは人
材紹介会社と民営職業紹介所は区分されていない。人材紹介会社の事業主団体である日本人材紹介事業協会
によると同協会の会員企業数は 2006 年 3 月末現在 434 社（468 事業所）である。また、同協会によると有料
職業紹介事業の新規許可件数のうちホワイトカラー職種の職業紹介を行う事業所は全体の 7 割程度をしめて
いるとみられる。

12 求人広告事業者の団体である全国求人情報協会に加盟している 64 社の利用している媒体は、有料求人情報誌
（主要 66 誌 ・無料求人情報誌（主要 222 誌 ・折込求人紙（主要 554 紙 ・インターネットの求人情報サイ） ） ）
ト（主要 35 サイト）である（2006 年 10 月現在 。なお、同協会によると自社で発行している媒体に求人広告）
を掲載している企業は全国におよそ 700 社程度あるとみられる。
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第 2 章 調査の枠組み

1 調査の方法と対象

職業分類の共通言語化の可能性を探るためには、民間事業者の使用している職種分類の実

態を詳しく把握することが欠かせない。求めるものが分類の体系・構造・項目数などの一般

的な情報であれば質問紙調査でも可能であるが、職種分類に関する考え方や運用など各社の

独自性にまで立ち入って実態を深く把握するための調査方法としては限界がある。そこで本

研究では質問紙調査とヒアリング調査を統合した形の調査方法を採用した。調査対象の事業

者を選定後、まず質問紙調査に回答を依頼し、回答結果にもとづいて更に細部の情報をヒア

リングによって収集する方法をとった。調査は 2006 年の 5 月から 6 月にかけて実施した。

調査対象の事業及び事業者を選定する際には次の点を考慮した。

第 1 は改正職業安定法第 15 条の規定である。第 15 条では官民共通の職業分類が適用され

る範囲を職業紹介事業・労働者募集・労働者供給事業と定めている。このうち職業紹介事業

には、有料と無料の職業紹介事業がある。事業所数は前者が 8689 事業所、後者が 618 事業

所である（2005 年 3 月末現在 。有料職業紹介事業を行う事業者はホワイトカラーの職種を）

中心に扱う人材紹介会社と特殊な技能・スキルを持っている者を扱う民営職業紹介所に分か

れる 。更に人材紹介会社は提供するサービスの形態によって登録型紹介・サーチ型紹介・11

再就職支援型紹介の 3 つに大別され、それぞれが取り扱う職種の範囲は会社によって多様で

ある。このうち求人・求職者の取り扱い量が多いのは登録型紹介を行う会社である。民営職

業紹介所はマネキン・家政婦・調理士など特定の職種を中心にした職業紹介を行っている。

このため取扱職種の範囲は狭いといえよう。他方、無料職業紹介事業は、学校等以外の者が

許可を受けて無料で職業紹介を事業として行うものである。この中には農業協同組合・商工

会議所などの法人、地方公共団体も含まれる。

次に、職業安定法に規定された労働者募集には、文書募集・直接募集・委託募集の 3 種類

がある このうち同法で事業の規制が行われているのは文書募集 第 42 条 と委託募集 第 36。 （ ） （

条）である。文書による労働者募集を営利事業として行っている事業者は、新聞・折込求人

紙・求人情報誌・インターネットなどさまざまな媒体を利用している 。委託募集を行う場12

合には厚生労働大臣あるいは都道府県知事の許可が必要である。実際に許可を受けた団体や



13 公表されている 1999 年度の大臣許可の件数は次の通りである。団体数 0、事務所数 3764、募集従事者数 137
（ 平成 11 年度労働行政要覧』p.261 。『 ）
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事務所の数は多いとはいえない 。13

労働者供給事業は許可を受けた労働組合等だけに認められている。2006 年 10 月末現在、

許可を受けている労働組合数は 79 組合である。労働者供給は、自動車運転手・バスガイド

・看護婦・プログラマーなどさまざまな職種で行われている。実際に労働者供給の対象にな

った組合員数は 10849 人である（2000 年 3 月末現在 。）

調査対象の選定にあたって考慮した第 2 の点は職業分類の類型である。民間事業者の職種

分類は、事業の幅・戦略に応じて特定の分野を対象にしたものと職業全般を網羅したものに

大別できる。更に、それぞれの分類は職種設定が相対的に粗いものと細かなものがある。職

種の精粗を規定している要因は、一般的には求人の量である。求人の多い分野では細かな職

種が、逆に求人の少ない分野では大まかな職種が設定される傾向にある。したがって民間事

業者の使用している職種分類は、対象の分野と項目の精粗の 2 つの要因にもとづいて全体で

はおおよそ 4 つのタイプに分けることができる。その類型は次の通りである。①対象範囲が

比較的狭く、項目の網の目が粗いもの、②対象範囲は狭いが、項目を細かく設定しているも

、 、 、 、の ③対象範囲は比較的広いが 項目のくくり方が相対的に大きいもの ④対象範囲が広く

かつ細分化された項目が設定されているもの。

以上の 2 点を考慮して調査対象の事業と事業者を選定した。労働省編分類は全職業分野を

対象にした体系である。これとの対比で民間事業者の職種分類を論じる場合には広範な分野

で職種設定が行われている職種分類を例に採り上げるのが適当である。そこで事業について

は職業紹介事業と労働者募集事業からそれぞれひとつの領域を選んだ。職業紹介事業では登

録型紹介を行う人材紹介会社、労働者募集では求人広告事業を対象に選んでいる。労働者供

給事業は調査対象から外した。それは許可を受けた各労働組合に実際に申し込みのある求人

はかなり狭い範囲の職種であることが想定されるからである。

これら 2 つの領域の事業者の中で職業全般を網羅した職種分類を使用している事業者は、

相対的に規模の大きな会社である。また、それぞれの業界・分野のリーディングカンパニー

とも重複する。まず、人材紹介会社をその取扱職種の広狭で分けると専門店型の事業者と百

貨店型の事業者に分けられる。前者は特定の職業分野を中心にして職業紹介を行う事業者で

あり、大半がコンサルタント 10 人未満の小規模企業である。後者は求人職種の間口の広い

事業者である。さまざま分野でそれぞれを専門に担当するコンサルタントを揃えるとコンサ

ルタント数は数十人以上になる。本研究では広範囲の職種を取り扱っている百貨店型の人材

紹介会社を調査対象に選んだ。

2000 年頃から人材紹介会社の求人情報をとりまとめ、求職者の検索条件に応じて該当す

る求人情報を提供するインターネット上の職業紹介事業支援サイトが登場している。それら



14 事前調査票への回答は調査対象のすべての会社に依頼しているが、そのうち 2 社では自社の職種分類と調査
項目の選択肢がかみあわず、調査票を回収できたのはその 2 社を除く 16 社である。調査票は付属資料を参照
されたい。

17

のサイトの運営会社は多くの人材紹介会社の求人情報を取り扱う必要上、職種全般にわたる

職種分類を作成している。このようなサイトの運営会社も調査対象とした。

求人広告事業では、有料求人情報誌を代替しつつあるインターネットの求人情報サイトを

運営している事業者を中心にして調査対象を選定している。それに加えて、近年、インター

ネット上の企業の募集・採用情報を収集してサイト閲覧者の検索条件に該当する求人情報を

表示するサービスが提供されている。この求人情報検索サービスを提供している企業も調査

対象に選んでいる。それはそれらの企業が数万件に及ぶインターネット上の企業の募集・採

用情報に対応した職種分類を作成しているからである。

調査対象企業のうち人材紹介会社は日本人材紹介事業協会の会員企業の中から、求人広告

事業者は主に全国求人情報協会の会員企業の中からそれぞれ選び、それぞれの協会を通して

調査依頼を行った。実際に調査を実施した企業は東京都内に事業所のある 18 社（人材紹介

会社等 8 社、求人広告事業者等 10 社）である。その内訳は図表 6 を参照されたい。

図表 6 ヒアリング調査の概要

調査対象事業者 求人広告事業者 10 社 (事例番号）
(内訳)有料求人情報誌発行会社 1社 11

求人情報提供サイト運営会社 7社 2 ～ 8
求人情報検索サイト運営会社 2社 9 ～ 10

有料職業紹介事業者 8社 (事例番号)
11 17(内訳)人材紹介会社 7社 ～2

11 13コンサルタント人数 10 ～ 50 人未満 (3 社) ～
14 1750 人以上 (4 社) ～
18職業紹介事業支援サイト運営会社 1社

訪問先事業所所在地 東京都内
調査時期 2006 年 5 月～ 6 月
調査方法 事前調査票の記入依頼、訪問時に調査票の回答内容の細部を聴取

（注）1. ヒアリング対象は正社員を中心とする求人広告を掲載する求人情報誌である。
2. いずれも登録型の職業紹介を行う事業者である。

2 調査項目

上に述べた通り調査は 2 回に分けて実施した。すなわち事前の質問紙調査とそれに対する

回答を踏まえたヒアリング調査である。事前調査ではいわば表層的・定量的な情報、ヒアリ

ング調査では深層的・定性的な情報の収集を目的とした。

調査対象企業には、まず、事前調査票への回答を求めた 。ヒアリング調査を行う前に把14

握しておくべきことは 2 つある。ひとつは各社の職種分類について大まかな全体像を理解す
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ること、もうひとつはその実際の運用方法を掴むことである。調査票の項目はこの狙いに沿

って主に職種分類の現状とその運用実態に関する質問で構成されている。前者の項目には、

職種分類の主要側面を確認するための項目（分類構造・分類基準・項目名・項目数など）だ

けではなく、求人動向と職種分類との対応関係をみるための項目（最近実施した分類改訂の

内容）や分類項目を設定する際の工夫をみるための項目（求人件数の多い分野における職種

の設定）などが含まれている。他方、職種分類の運用に関する項目は、求人と職種分類上の

職種との対応に関する項目（両者が一対一に対応しないときの処理方法）と求職者の求人探

索を支援する措置についての項目（希望分野の求人を探しやすくするための支援）で構成さ

れている。

調査票の項目が以上のような構成になっているのは次の理由による。各社とも職種分類を

業務上の実務用具として使っており、その構造・体系・運用は求人・求職者を意識したもの

となっている。したがって職種分類そのものを解明しただけでは一斑を見るだけであって全

豹を推すことにはつながらない。全体像の把握には、職種分類と求人との関係、職種分類に
お

位置づけられた求人と求職者の関係の両者を視野に入れることが欠かせない。調査項目全体

の構成は図表 7 の通りである。

、 、ヒアリング調査の対応者は 人材紹介会社では紹介/管理部門の責任者・コンサルタント

求人広告会社では編集/管理部門の責任者が中心である。ヒアリングにあたっては聞き取り

項目を予め設定することはせず、事前調査のポイントである職種分類の現状とその運用の実

態について各社の回答を踏まえて詳しい情報収集を行った。事前調査の回答内容を前提とし

たヒアリングであるため、現実には各社に対して類似の質問をしている。たとえば、職種分

類の改訂に関してその時期・理由・内容を事前調査で尋ねているので、ヒアリングでは改訂

の背景にある求人動向や実際の改訂プロセスなどについて質問している。また、質問するこ

とが適当と考えられる企業に対しては職種分類と業務運営との関連など事前調査に含まれて

いない事項についても聞いている。

各社に対する質問はおおよそ類似しているが、それに加えて企業ごとに特定の事項につい

て深く掘り下げた質問をしている関係で、収集した情報は質と量の両面において調査対象ご

とに異同がある。ヒアリングで収集した情報にもとづいて各社の事例を作成する際には、項

目を整理して各事例ともほぼ同じ項目に絞ってヒアリング内容を記述している（事例は第 2

部を参看されたい 。各事例の共通項目は次の 4 項目である。①職種分類の基本的考え方、）

②前回の改訂内容、③求人職種と職種分類との対応、④求人の多い分野における職種設定の

考え方。これに加えて各事例では分類構造・項目数・大分類項目の名称を一望できるように

職種分類の体系を一覧表にまとめて提示している。
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図表 7 調査項目の構造

職種分類

基本的考え方 分類体系の現状
Q：準拠枠、考慮事項 Q：分類の構造・基準・番号、
H：分類の考え方 職種名、分類項目数

H：分類項目の名称・配列

前回の改訂
Q：改訂の時期・理由・内容、

改訂間隔
H：改訂のプロセス・変遷

課題 対応関係 求人の多い分野
Q/H：既存項目との対応 Q/H：位置づけ、 Q：上位 3 職種、職種設定

求人職種名 H：当該分野の職種構造

有料職業紹介事業者/求人広告事業者
求人依頼 広告申込

求職申込

求人 求職者

求人探索
Q：探索の支援

インターネットのサイト/求人誌
に表示された職種
H：検索方法、検索用職種分類

（注）図中の「Q」及び「H」はそれぞれ事前調査票の項目、ヒアリング項目を表す。
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第 3 章 職種分類の現状と運用

職種は、人材紹介会社にあっては求人・求職の申込者から収集する情報のうち必須の項目

である。同様に、求人広告会社においても職種は求人者から収集する必須の情報である。職

種の情報を入手しているからといって必ずしもすべての職業紹介事業者・求人広告事業者が

職種分類を作成しているわけではない。媒体における求人情報の提示方法や求人/広告件数

の多寡によっては、職種分類を利用していない企業もみられる。たとえば、求人広告の事業

者の中には媒体によっては申込順に求人広告を配列・掲載する会社がある。人材紹介会社、

なかんずく規模が小さく求人件数がさほど多くない会社ではそもそも職種分類を作成する必

要性が乏しい。

職種分類を作成している会社が、それをどのように利用しているのかをみると、主な用途

は求人・求職者のマッチングである。求人・求職者の双方を職種を軸にして区分することに

よって両者を職種レベルでマッチングさせることが可能になる。職種に加えて勤務地や年齢

などの条件を加味すればいっそう絞り込んだ形でのマッチングに発展させることができる。

求人広告事業者は求人情報の提供機能だけに特化しているが、情報提供にあたっては当然の

ことながら求職者とのマッチングを考慮して広告を制作している。その際、職種名は重要な

。 、 、 。要素である それは求職者が 通常 職種別の求人検索を通じて仕事探索をするからである

職種分類は、これ以外にも事業活動の補助資料として使われている。たとえば、職種別の賃

金相場を算出して、それを営業活動に利用することがある。相場よりも低い賃金水準で採用

を考えている企業に対しては、職種別賃金相場のデータを提示して勤務条件の再考を求める

ことなどに使われている。また、職種別の求人/広告件数や求職者数のデータは営業活動で

特に力を入れる必要のある分野を確認するときにも利用されている。

このような利用方法を前提にすると職種分類には 2 つの条件が求められる。ひとつは求人

企業との対応、もう一方は求職者との対応である。求人は経済社会の変化に付随して変化す

る。求人を職種分類上の職種に的確に位置づけるためには求人件数の多寡等に対応して職種

を設定する必要がある。つまり職種分類は求人の量的側面を反映したものであることが求め

られる。次に求職者との関係では、求職者がその希望職種に該当する求人情報に素早くたど

り着けるように求職者の職種認識と職種分類上の職種が一致することが望ましい。印刷物あ

るいはインターネットのサイトに表示された職種別の検索項目と求職者の職種理解との間に

距離があると、求職者は求人探索に手間取ることになる。職種分類を業務で利用する場合、

求人動向に適合した職種が設定されていること、求職者の職種認識と職種分類の枠組み・職

種名称との隔たりができるだけ小さいことの 2 点が特に求められる。

調査対象企業はいずれも独自の職種分類を作成している。職業紹介・求人広告のそれぞれ

の事業において先発企業は、職種分類の作成にあたって 2 つの方法をとってきた。ひとつは

既存の分類体系（主に日本標準職業分類）に準拠して分類の枠組みと項目を設定するという
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方法である。もうひとつは、まず大まかな分類体系を組み立て、その後求人の動向にあわせ

て適宜その体系を修正するという方法である。業務用の職種分類は求人の動きに即応して分

類項目を調節するのが基本であり、その累積結果として現在の分類体系がある。したがって

当初、他の分類体系に準拠して作成した職種分類であっても現在は準拠枠の分類とは大きく

異なっているのが実態である。また、後発企業では先発企業の職種分類を参考にしたり、求

人動向に関する一般的な情報を参酌したりして分類体系を作成している例が多くみられる。

職種分類を作成する際の方法がどのようなものであろうと、その後、上述の 2 点（求人企業

・求職者との対応）に則して分類体系の変更や分類項目の追加などの改訂が行われ現在のよ

うな各社の独自色の強い職種分類になっている。

民間事業者の職種分類を考えるうえで念頭に置くべきことがもうひとつある。各事業者が

対象としているマーケットの違いである。この点は既に第 1 章の 2 で触れているが、屡述
る じゅつ

する煩を厭わずに要点のみ指摘しよう。端的にいえば民間の事業者は需要があり、かつ利益
はん いと

の見込める分野で事業活動を集中的に展開する傾向が強い。まず 「需要がある」という点、

に関しては、たとえば IT 分野で技術者に対する需要が高まり求人が増大すると、それにあ

わせて職種分類では IT 技術者の細分化が行われるという例などが該当する。また 「利益、

の見込める」という点については、実際の需要とは別に事業戦略の観点から特定分野を営業

開拓の対象にすることもある。たとえば、それまで金融専門職の求人が少なかった人材紹介

会社が金融分野での求人開拓に積極的に乗り出すようなケースがある。このようなケースで

は、求人開拓によって期待できる求人について事前に職種分類に職種を設定しておくことに

なる。

人材紹介会社に求人申込をする企業は、採用のコスト（通常、人材紹介会社には採用者の

年収の 25 ～ 30%を紹介手数料として支払う）を考えると、それにみあった人材を求めると

きに人材紹介会社を利用することになる。求人広告では、インターネットを媒体とする求人

広告は 1 職種十数万円から数十万円のコストがかかる。人材の採用にあたって人材紹介会社

・求人広告を利用することはコストの高い方法である。その一方、公共職業安定機関や折込

求人紙などコストの安い方法もある。企業は求める人材に応じて採用手段を変えていると思

われる。その結果、高コストの方法と低コストの方法では自ずから求人に違いがある。その

違いは職種分類に設定された職種にも反映されていると考えられる。

以上の視点を前提にして人材紹介会社と求人広告会社の職種分類の実態を以下にとりまと

めてみよう。

1 職種分類の現状

1.1 職種分類に関する考え方

職種分類はその利用目的にあわせて作成されるのが常であるが、作成時に特に配慮してい

る点は 2 つある。ひとつは、求人企業の需要動向と職種分類上の項目との乖離をできるだけ
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小さくすることである。求人企業あっての求人広告・職業紹介事業であり、実務の第一歩は

企業の人材ニーズを自社の職種分類体系の中に的確に位置づけることである。両者が一対一

に対応するように分類項目を設定する会社もあれば、ひとつの項目の中に含まれる仕事の範

囲をやや広くとって類似の仕事をひとつの項目に包摂できるようにやや大くくりの分類項目

を設定する会社もある。前者の立場に立つと後者の視点で作成された職種分類よりも項目数

が多くなる。前者には一対一の対応という長所があるが、それは同時に短所ともなりうる。

仕事の範囲がやや広い求人を位置づける場合には工夫が必要であり、また求人企業側の需要

動向にあわせて頻繁な改訂が求められる。他方、やや大くくりの項目（といってもくくりの

大きさは千差万別であるが）を設定している場合には、類似の仕事を同一項目に位置づけら

れるという求人職種と職種分類との対応の簡便さがある反面、求人/広告件数が多いと求職

者は求人探索に手間がかかり、職業紹介事業では仕事レベルでのマッチングの可能性を素早

く判断することが難しくなる。

もうひとつの配慮事項は、求職者の職業理解と職種分類の構成・職種名との開きを小さく

することである。求職者がその希望する職種の求人に素早くたどり着けるように多くの会社

では職種分類の体系や項目名に工夫を凝らしている。職種別の求人検索において通常提示さ

れるのは大分類項目である。したがって大分類項目は求職者の職業理解と食い違いが起こら

ないようにその構成を考え、項目名を決める必要がある。大半の会社では分類項目名と職種

別検索の項目名は同一であるが、中には分類項目を集約・再編して求職者にとって分かりや

すい求人検索用項目を作成している会社もある。項目自体の設定は一義的には求人数/広告

件数の多寡によることが多い たとえば 技術者を大分類項目に設定した場合 その中には IT。 、 、

・電気・電子・機械・化学・建築など多くの分野の技術者が位置づけられることになる。こ

のような大くくりの項目では求職者の求人探索に不便なので、求人数/広告件数を基本にし

ながらも求職者の視点を加味して、IT、電気・電子、機械・化学、建築などの項目が大分

類レベルに設定されることになる。また、大分類レベルの項目名は職業名、すなわち仕事の

種類を表す名称ではなく、ほとんどの会社では仕事の行われる分野の名称を用いている。た

とえば 情報通信技術者 ・ 電気技術者 のような職業名ではなく 分野の名称である IT(あ、「 」「 」 、 「

るいはソフトウェア) ・ 電気・電子」といった用語が使われている。大分類レベルの項目」「

名に用いられている分野の名称は、社会一般に広く用いられている名称であるが故に求職者

にとって分かりやすいという利点がある。

分類項目は仕事の種類の違いに着目して個々独立した項目として設定されていることを前

提にすると、相互に排他的であることが求められる。項目間に重複があるのは望ましいこと

ではない。しかし現実には項目の重複がしばしばみられる。たとえば、技術者の項目は大分

類レベルでは分野別の設定になっているが、最小単位の項目をみると技術者だけではなく、

営業的側面の強いセールスエンジニアや保守・修理を担当するサービスエンジニアが同列に

設定されている。これらの項目は分野別大分類の中では仕事の違いに立脚した項目の設定で
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あって特段問題とすべき点ではない。ところが分類体系全体からみると大分類に営業や技能

に関する項目が設定されている場合には、技術者の中に設定されたこれらの項目は他の大分

類項目の仕事範囲と重複することになる。

このような状況は分類基準の視点からみると、次のように解釈できる。労働省編分類も民

間事業者の分類もともに仕事の種類に応じて最小単位の項目を設定している。分類項目を構

造化する際に、労働省編分類ではあくまでも仕事の類似性を中心に据えて小分類を中分類に

集約し、更に中分類を大分類にまとめている。他方、民間事業者の職種分類では分類項目を

集約するときの基準が仕事の類似性だけではないことを指摘できる。最小単位の項目は仕事

の種類の違いにもとづいて区分した職種であるが、それを中・大分類レベルに集約するとき

分野・業界など仕事の種類以外の他の基準も用いている関係でひとつの大分類の中に仕事の

種類を異にする項目が同居するという結果になっている。

1.2 分類構造

18 社の職種分類はいずれも階層化された構造を持っている。異なる点は階層の深さであ

る。第 1 に、労働省編分類と同様に大・中・小・細分類の 4 階層構造になっている分類は 2

社のものにすぎない。2 社とも人材紹介会社である。第 2 に、一番多いのは 2 階層構造の分

類である。この場合、分類項目のくくりの大きさはほとんどのものが大・小分類であるが、

中には例外的に大・中分類のものがある。このタイプの職種分類を用いている会社は、人材

紹介会社・求人広告会社それぞれ 5 社ずつの合計 10 社である 第 3 に 大・中・小分類の 3。 、

階層構造になっている職種分類は 6 社にみられる。そのうち 5 社は求人広告会社である。以

上を総合すると、求人広告会社では 2 階層の分類を使用するものと 3 階層の分類を利用する

ものが半々に分かれているが、人材紹介会社では 2 階層の分類を用いるものが 8 社中 5 社を

しめている。

職種分類は演繹的な手法で作成されている。まず使用目的等にあわせて分類体系の枠組み

を決め、それに実際の求人をあてはめて項目の追加や修正を行っている。逆の方法、すなわ

ちまず実際の求人にもとづいて最下層の項目を設定し、そこから帰納的に上位の分類項目を

決めていく方法をとっている企業は今回のヒアリング調査では確認できなかった。

職種分類を作成するとき階層の深さを決める要因は 3 つある。第 1 は最下層レベルの項目

数である。項目数が少ない場合には上下 2 つの階層にまとめても、ひとつの上位項目のもと

に設定される下位階層の項目数はそれほど多くならない。しかし項目数が多くなると上位と

下位の階層の間に中間的なくくりの職種を設けないとひとつの大分類のもとの小分類項目の

数が多くなり、小分類項目間の関係が分かりにくくなる。小分類レベルにおける項目の関連

性を明確にし、かつ分類体系の全体を分かりやすくするためには中分類の設定が望ましい。

分類構造を 2 階層にするのか、あるいは 3 階層にするのかの分岐点は小分類レベルの項目数

で 200 項目程度であるとみられる。労働省編分類の 3 階層目（小分類）に設定されている項
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目数は 379 である（2 階層目の中分類の項目数は 80 である 。項目数が 100 ～ 200 であれば）

大分類と小分類の 2 階層に整理しても分かりにくいということはあまりないと思われる。し

かし 200 を超える項目を扱う場合には中分類を設けたほうが分かりやすくなる。最下層レベ

ルの項目数は、2 階層分類よりも 3 階層分類のほうが総じて多いが、個々の分類体系をみる

と項目数の違いが大きい。3 階層の分類体系であっても E 社・G 社のように小分類レベルの

項目数が相対的に少ない（110 ～ 120 程度）ものがある一方、2 階層の分類でも H 社のよう

に小分類レベルに 512 項目も設定されている例もある。したがって最下層の項目数と階層の

深さは因果関係というよりも相関関係にあるといえる。

階層の深さに関係する第 2 の要因は職種分類を利用する目的である。職種分類をマッチン

グに利用するのであれば、職種レベルにおける的確なマッチングができるように細かに職種

を設定することが必要である。R 社と S 社の分類はこの例に該当する。両社ともマッチング

効率の観点から 4 階層構造の詳細な分類体系を組み立てている。求人件数と求職登録者数が

多くなると、システム上である程度のマッチングをする必要性が生じ、そのマッチングの適

切性を担保するひとつの手段として職種分類が活用されている。両社の職種分類に実際に設

定されている職種をみると職種と業種のマトリックスになっている。マッチングは職種と業

種の 2 軸で定義されたマトリックス上のセルの中に求人・求職者を落とし込むことによって

行われる。このマッチング手法は、求人・求職者の数が多く、かつ求職者の仕事経験を生か

すという視点が背景にある。この 2 つの条件のうち前者を満たす人材紹介会社は限られてい

る。これが多層構造の職種分類を持つ人材紹介会社の数が限定的な理由である。

人材紹介会社に対する事業支援サービスを提供している U 社では、人材紹介会社の求人

を包括的にとりまとめるための実務用具として職種分類を作成している。各人材紹介会社は

それぞれ独自の職種分類を利用しており、それをひとつの分類枠組みの中に取り込むには各

社の共通項を分類項目として設定する必要がある。細かな職種設定にすると、その中に包摂

できない求人が出てくる可能性がある。同社の職種分類が極めて粗い設定（大・中分類レベ

ルの 2 階層）になっているのは、各社の共通項だけを取り出して分類体系を組み立てている

からである。

3 番目の要因は求職者の利便性に対する配慮である。特にインターネットで求人情報を提

供している会社では、求職者が希望職種の求人に素早くたどり着けるようにすることを考え

て分類構造を決めている。通常、求職者は職種別の検索機能を利用して求人探索を行う。3

階層の分類構造の場合、希望職種の求人が表示されるまでに 3 回クリックする必要がある。

すなわち大分類・中分類・小分類の順に項目を選択して、小分類項目を選択した後に始めて

求人が表示される。2 階層の分類構造であれば 2 回のクリックで求人情報にたどり着ける。

求職者にとっての使いやすさを重視する会社では 2 階層構造を選択する傾向にある。K 社は

この点を明確に指摘している。求職者の利便性を考慮して 3 階層の分類体系を 2 階層に変更

した会社もある（G 社 。また、M 社の分類体系は 3 階層であるが、それを 2 階層に組み換）
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えて別途求人検索用の職種分類を作成している。このように求職者とのインターフェイスの

あり方は分類構造の深さに影響している。

1.3 職種分類の原則

自社の職種分類を作成するときに参考にした分類体系の有無を尋ねたところ、日本標準職

業分類と答えた会社は 2 社にすぎず、ほとんどの会社では準拠枠として同業他社の分類や職

業に関する一般的な情報を利用している。したがって調査対象の職種分類は、厳密な意味で

分類原則に則って分類項目を設定しているものではないことを推測できる。ここにいう分類

原則とは職種の定義・分類の適用単位・分類基準・分類符号など職種分類に一貫性を持たせ

るための基準である。

求人・求職者の職種分類上の位置づけを決めるとき、特に求人職種名だけで位置づけを決

めるときには判断に迷うことがある。職種分類を利用する者が求人・求職者の職種を適切な

分類項目に位置づけることができるようにするためには、仕事内容の記述・職業名の索引・

職種の位置づけに関する指針などの参考資料が必要である。職種分類に関するそのような関

連資料を作成している会社は全体の 1/3 をしめている。過半の会社では分類表だけで求人・

求職者の職種を位置づけていることになる。もちろん分類表しかなくても業務経験を積むこ

とによって的確に判断することは可能だと考えられる。しかし、一般的には資料がない場合

には担当者の裁量の余地が大きくなる。同じ仕事内容の求人であっても事業者によって、ま

た担当者によって分類上の位置づけが異なる可能性がある。

では、職種分類の作成にあたってどのような基準や指標が実際に用いられているのかを次

にみてみよう。

(ｲ) 分類基準

民間の事業者は「職種」そのものを定義することはしていない。しかし、職種を区分する

際に用いている基準から職種の概念規定をうかがい知ることができる。職種区分の基準は 5

つに大別できる。その中で最も共通性の高いものは「仕事の内容」である。これは労働省編

分類の分類基準である「仕事の類似性」と重複する。労働省編分類では仕事の類似性を最上

位の分類基準に掲げ、その下位に仕事の属する作業領域・作業内容・製品/サービスなどの

類似性を置いている。民間事業者の分類基準は階層的というよりも並列的である。仕事内容

以外の事項で過半の企業が分類基準として採用している項目は「仕事の名称」である。18

社中 9 社がこの項目を分類基準にしている。現実には仕事名だけで職種を区分しているわけ

ではなく、仕事の内容を踏まえたうえでの区分であると考えられるが、仕事名を分類基準に

。 、採用している点は民間事業者の特徴である これら 2 項目以外に用いられている分類基準は

仕事に必要な知識/技術（7 社 ・社会一般の認識（5 社 ・資格/免許（2 社）である。） ）

個々の職種を集約して上位項目を設定するとき、いずれの分類体系も（意識の有無を問わ

ず）職種と業種の 2 つの分類基準を用いている。実際に設定されている項目をみると、上の



15 分類符号・番号だけで大・中・小・細分類のどのレベルの項目かを判断することができる。しかし、大分類
レベルにはアルファベット、中・小・細分類レベルには桁数の異なる数字を用いているため、ある項目の分
類番号からその項目の所属する大分類レベルの項目を判断するのは容易ではない。
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階層が業種別項目のときには下の階層には職種別項目が設定され、その逆に上の階層が職種

別項目のときには下の階層には業種別項目が設定されるというパターンがよくみられる。大

分類レベルの項目は業種別項目と職種別項目が混在している。前者は主に技術分野（IT、

電気・電子、機械、メディカル、建築など）の項目である。それ以外の分野で設定されてい

るものには金融や流通などがある。それらの項目の下層には職種別項目が設定されている。

他方、大分類項目が営業や事務のように企業横断的な職種別の項目である場合、事務の下位

に設定される項目は人事・総務・財務等の職種別項目になるが、営業の下位には業界別の営

業職を設定している会社も多い。

分類の一貫性という意味では職種分類の中に業種の概念が入ってくることは望ましいこと

。 。 、ではない 会社レベルでは個々の項目を設定するとき仕事の違いが意識されている しかし

最下層レベルの項目が仕事の違いを基準にして設定されていても、それらの項目を上位の階

層に集約する過程で業種の区分が利用されている。業種概念を用いる理由は職種分類の利用

目的に求めることができる。職種別の求人情報を提供する究極の目的は求人と求職者とのマ

ッチングである。マッチングの前提条件は、両者が同じ概念の土俵に上ることである。いわ

ば東西に分かれた求人と求職者をこの土俵（すなわち大分類レベルの項目）に導くための花

道が業種区分である。求人企業と求職者は、個々の職種レベルではその仕事内容についての

認識を共有しているかもしれない。しかし求職者に提示されるのは個々の職種ではない。そ

れを集約した概念としての職種である。我が国ではこのレベルの職業について両者が共通認

識を持てる基盤が十分に整備されているとはいえない。したがってそれに代わる代理指標が

必要であり、それが業種区分である。

以上の通り民間事業者は職種と業種という 2 つの分類基準を用いて職種分類を作成してい

る。それには必然性があり、また事業の業務効率の観点からみて必要な工夫であると考えら

れる。

(ﾛ) 分類番号と十進分類法

労働省編分類では、大・中・小・細分類レベルの項目にそれぞれ特有の符号・数字を付与

して項目の視認性を高める工夫をしている 。また 「その他」などの項目には分類レベル15 、

を問わず特定の番号を付けて識別を容易にしている。これに対して民間事業者も分類番号に

は独自の工夫をしている。ただし D 社と P 社では分類項目に分類番号を付けていない。両

社ともシステムの中に職種分類を組み込んでいるが、項目数が相対的に少ない（D 社 78 項

） 。目・P社 61 項目 ために項目名以外の方法で項目を管理する必要性が低いものと思われる

分類項目に番号を付与している会社では、いずれも数字を用いている。数字の桁数は分類レ

ベルによって異なる会社もあれば、同一の会社もある。数字自体は大分類を単位にした通し



16 東京労働局管内の公共職業安定所に設置してある求人検索機では、職種一覧のうち営業の仕事は「外交員」
ではなく「営業」と表記している。
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番号になっている会社が多い。

労働省編分類では中・小分類レベルの項目に十進分類法を適用している。すなわち、ひと

つの大分類のもとに設定できる中分類の項目数は最大で 9 である。同様にひとつの中分類の

もとに設定できる小分類の項目数は最大 9 項目である。十進分類法は労働省編分類の準拠枠

となっている日本標準職業分類が国際標準職業分類の枠組みから導入したものである。十進

分類法を採用すると、ひとつの職業分野で設定すべき項目が 10 項目以上ある場合、項目を

整理して 9 項目以下にするか、あるいは上位の項目を 2 つに分割してそれぞれに分けて設定

することになる。いずれの方法をとるにしてもこの考え方は実務では不便である。そのため

十進分類法を採用している会社は 1 社だけである。その 1 社の職種分類は日本標準職業分類

を参考にして作成されている。

(ﾊ) 項目名

大半の会社では項目の名称を決めるとき 2 つの点に配慮している。ひとつは社会一般に広

く用いられている名称かどうかという点である。たとえば、飲食店の給仕の仕事はホールス

タッフという呼称が主流になり、ウェイター・ウェイトレスの名称はあまり用いられていな

い。したがって前者の名称を項目名に採用するのが一般的になっている。同様に、運転手の

名称はドライバーという呼称に代替されつつある。それを反映して項目名はドライバーが主

流になっている。しかし、実際に設定されている項目の中には社会一般というよりも特定の

業界・分野で一般的に用いられている名称かどうかを判断基準にしていると思われるものも

多い。たとえば金融分野では窓口における事務処理の仕事に対して後方事務の仕事はバック

オフィス・ミドルオフィスと呼ばれている。この故に金融事務の仕事を職種分類に設定する

ときにはバック・ミドルオフィスという名称が使用されることになる。この名称を始めとし

て特定の業界・分野で用いられている職種名には片仮名名称が多い。特にこの傾向は情報通

信分野の職種名に著しい。

もうひとつは求職者にとって分かりやすい名称かどうかという点である。上述の一般的名

称とこの点は 1 枚のコインの表裏に相当する。社会一般（あるいは業界一般）に受け入れら

れている名称であれば、求職者の認知度も高いと考えられる。そのような名称を項目名にす

るのは求職者が希望職種の求人探索に迷わないようにするための予防策でもある。たとえば

労働省編分類では日本標準職業分類に倣って営業職の項目名を「外交員」としている 。こ16

の名称が営業の仕事であることは求職者も理解できよう。しかし現実にはほとんど使われな

い用語である。民間の事業者はいずれも現実に使われていて、かつ一般的な「営業」という

名称を項目名にしている。
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(ﾆ) 項目の配列

大分類項目の配列順については意識している会社と、そうではない会社がある。労働省編

、 、 、 。分類の大分類項目は 専門的技術的職業 管理的職業 事務的職業等々の並びになっている

この配列順は日本標準職業分類が国際標準職業分類の項目配列に準じた並び方を採り入れて

いることによる。民間事業者はそれぞれ独自の配列をしている。配列順を意識していない企

業もかなりある。意識して配列順を決めている企業では次の方法のうちいずれかをとるもの

が相対的に多い。(a)求人/広告件数の多い職種や求職者確保の必要性が高い職種を上位に置

く、(b)技術者とそれ以外の職種に二分し、そのいずれかを上位にする、(c)企業横断的職種

と業界特殊的職種に二分し、そのいずれかを上位に置く。これらのうちどの方法を採用する

にしても、現実対応的な観点から配列順を決めるという考え方が支配的である。

これに対して国際標準職業分類では職業の来歴とその社会的評価を下敷きにして大分類項

目の配列を決めている。国際標準職業分類の作成（改訂）過程ではしばしば分類の純粋性と

いう点が議論されてきた。しかし職業は各国特有の発展形態があり、また職業に対する社会

的認識（評価）も避けられない。職業分類の純粋性を過度に追求すると（すなわち仕事の種

類にもとづいて分類項目を設定し、その配列にあたっては特定の考え方を適用しない 、職）

。 、業分類は単なる統計用具に矮小化されてしまうおそれがある 統計用具としてだけではなく

職業紹介等の業務用具として、あるいは我が国における人材・スキルの鳥瞰図としての役割

などを職業分類に期待すると、大分類レベルにおける項目の設定と配列には中立性よりもむ

しろ一貫性が求められる。大分類レベルの体系化にあたっては 顰 に倣うと適切性を欠く可
ひそみ なら

能性があり、かといって現実に囚われすぎると一貫性を欠くことになりかねない。いかにあ

るべきか、その考え方が問われている。

(ﾎ) 項目数

最下層レベルの項目数をみると 100 項目未満の職種分類を使用している企業は 3 社 100、 、

～ 200 項目が 9 社、201 ～ 500 項目が 4 社、501 項目以上が 2 社である。項目数の最も少な

いものは 61 項目、最も多いものは 1,170 項目である。調査対象企業はいずれも求人広告・

有料職業紹介事業の各分野において相対的に規模の大きな会社である。それらの会社が使用

している職種分類に設定されている項目の数には大きな開きがあるが、100 から 200 程度の

項目を設定したものが最も多い。

項目の数は、分類階層の深浅・取扱量の多寡・職種分類の使用目的などの要因が関係して

いる。第 1 に、階層化された職種分類では上位階層の項目ほど仕事のくくりが大きく、下位

階層の項目ほど仕事の束ね方が小さくなっている。そのため 2 階層構造の職種分類では、大

・中分類の構造よりも大・小分類の構造のほうが下層に多くの項目が設定されることにな

る。項目数が 100 項目未満の 3 社のうち 2 社の分類は大・中の 2 階層構造である。第 2 に、

求人の多い分野の職種は相対的に細かく設定し、取扱量の少ない分野の職種は粗く設定する

のが一般的である。その結果、最下層の項目数は分野によって差が著しい。相対的に多くの
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項目が設定されている分野は技術者と営業職である。したがってこれらの分野が求人の中心

をしめている企業の職種分類では相対的に項目数が多い。第 3 に、業務上あるいは事業戦略

上最下層レベルに細かな項目を設定することがある。たとえば、R 社と S 社の職種分類では

データベース上で求人・求職者の 1 次マッチングを行うために各職種を仕事と他の要素の 2

つで定義されるマトリックスの形にしている。この形にすると仕事の違いだけにもとづいて

職種を設定する場合よりも倍以上多くの項目が設定されることになる。

一方、労働省編分類の最下層である細分類レベルに設定されている項目の数は 2,167 であ

る。項目数だけをみると労働省編分類のほうが民間事業者の職種分類よりも遙かに詳細な項

目が設定されているという印象を与える。項目数が多い理由は主に 3 つある。第 1 は日本標

準職業分類との関係である。労働省編分類は日本標準職業分類に準拠して大・中・小分類レ

ベルの項目を設定している。小分類レベルの項目は 379 項目である。第 2 は分類の対象範囲

との関係である。求人の多い分野だけではなく、調査対象事業者ではほとんど取り扱いのな

い農林漁業の仕事や技能・労務の仕事などあらゆる職業が分類の対象になっている。第 3 は

分類作成時の職業構造との関連である。1953 年に労働省編分類が作成されたときには、当

時の産業構造を反映して特に技能分野で多くの項目が設定されている。

現在の労働省編分類はこれらの要因を背景にしている。上述の通り民間事業者は、取扱量

（特に求人/広告件数）に配慮して項目を設定している。しかし労働省編分類の細分類項目

の構成比をみると、求人数と項目数との間には必ずしも一定の関係を見いだすことが困難で

ある。たとえば、求人数の最も多い分野は生産工程・労務の職業で全体の 3 割程度をしめて

いるが、この分野の項目は全体の 6 割以上をしめている。逆に、求人数の多い大分類（専門

的技術的職業・事務的職業・販売の職業）であっても細分類項目の構成比は大分類別の求人

比率を下回っている。この結果、生産工程・労務の職業では求人数の少ない項目が多くみら

れ、専門的技術的職業・事務的職業・販売の職業では特定の項目の求人数が著しく多くなっ

ている。その一例を挙げてみよう。IT 技術者は官民を問わず求人の多い分野である。民間

事業者の中にはこの分野の項目を数十項目に分けて設定しているものもあるが、労働省編分

類に設定されている IT 技術者は SE とプログラマーの 2 項目にすぎない。このためそれぞ

れの項目に位置づけられる求人は、量的に多いだけではなく、仕事にも多様性がみられる。

ひとつの項目の中に仕事内容の多様な求人が位置づけられると、マッチング効率が低下する

おそれがある。

1.4 分類の改訂

(ｲ) 改訂の間隔・方法

労働省編分類の改訂間隔は 10 年を超えている。1953 年に設定されて以降、改訂は 1965

年・1986 年・1999 年に行われている。特に 1965 年の改訂版は 21 年間使用されていた。こ

の間、我が国の産業の比重は製造業からサービス業に徐々に移り変わっている。産業別就業
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者数は 1985 年に両者が逆転し、サービス業の就業者数が製造業のそれを凌駕している。こ

れにともなって職業構造も変化している。しかし 1965 年時点での職業を反映した職業分類

で 1985 年までの職業の変化に対応することは当然のことながら難しい。では、なぜ長期間

改訂が行われなかったのかという疑問が残る。それには職業分類の作り方が関係している。

労働省編分類はその凡例で職業名の分類ではないことを明言している。更に続けて、仕事内

容を確認したうえで分類することを前提にしていると公言している。1953 年版と 1965 年版

では当時の労働省が中心になって実施した職務分析の資料を基礎にして分類項目の設定と項

目の体系化が行われている。しかし 1965 年以降、さまざまな理由により職務調査が立ちゆ

かなくなり、それに代わる手法をいくつか組み合わせて必要な資料を収集した関係で改訂間

隔は必然的に長くなっている。

一方、民間事業者の改訂間隔は 3 ～ 5 年程度である。改訂のタイミングはシステムやサイ

トの更新に連動していることが多い。システムの更新は 1990 年代は 5 年程度の間隔であっ

たが、2000 年代に入り 3 年程度に短縮されている。また、サイトの更新はそれ以上に短い

間隔で行われている。システムやサイトなどの外部要因に左右されずに必要なときに必要な

改訂を行っている会社もある。

。 。改訂の方法を類型化すると 2 つに集約される いわば下意上達方式と上意下達方式である

、 。部分改訂のときは前者 大規模改訂のときは後者の方式を採用して作業を進める会社が多い

前者で情報収集の役割を担うのは求人企業との接点にあたる営業担当者やコンサルタントで

ある。営業担当者・コンサルタントは日常業務の中で求人職種と職種分類との不適合に遭遇

したときにはその情報を管理部門に伝達している。それらの情報が一定量蓄積された時点で

分類項目の改訂が行われる。後者のスタイルでは管理部門が改訂案の作成を主導するが、そ

のために必要な情報は営業担当者・コンサルタントから収集している。いずれの方式をとる

にしろ、改訂の主眼は既存の分類項目に位置づけるのが難しい求人職種をどのようにして分

類体系の中に取り込むのかという視点にある。

なお、K 社・L 社・U 社の 3 社ではそれ以外の企業がとっている改訂方法とは大きく異な

った方法を採用しており、その点に簡単に触れておこう。K 社・L 社のサイトでは企業のホ

ームページ上の募集・採用情報を収集してサイト閲覧者に提供している。それらの情報はシ

ステム解析を通して自動的に自社の職種分類との対応づけが行われる。分類を改訂するとき

には、求人動向・分類不能の求人情報・ その他」に分類された求人情報を資料として利用「

している。U 社のサイトでは人材紹介会社の取り扱っている求人情報を提供している。U 社

は職種のカテゴリーを提示するだけで各カテゴリーと求人情報との対応は人材紹介会社に委

ねられている。分類を改訂する際に考慮する点は、人材紹介会社経由の求人動向や職種カテ

ゴリーに対する人材紹介会社の意見・要望などである。

(ﾛ) 改訂の内容

前回の改訂は 2001 年～ 2006 年の間に行われている。大半の改訂作業は部分改訂である。



17 細分類レベルの項目は、集約コードと特掲コードを使って上下 2 階層に構造化されている。上位階層が集約
コードの職業、下位階層が特掲コードの職業である。特掲コード職業は、集約コード職業に含まれるものの
うち職業紹介業務の便宜を図って独立させた職業である。
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最下層レベルにおける分類項目の修正（分割・追加・項目名の変更）が中心になっている。

部分改訂の場合、全職種を対象に見直しを行っている会社もあれば、一部の分野だけを対象

にしている会社もある。特定の分野の見直しを行っているケースでは技術者がその対象にな

ることが多い。とりわけ IT 技術者については多くの企業が見直しを実施している。見直し

対象の分野は、求人/広告件数の動向にもとづいて選定されることが多い。求人/広告件数の

多い分野や増加の著しい分野が選ばれることになる。また、事業戦略の観点から特定の分野

を見直し対象に選んでいる会社もある。見直しの方向は総じて明らかである。求人/広告件

数の多い分野では項目の細分化を進める傾向にある。その逆に求人/広告件数が極端に少な

い分野では項目が統合されたり、ときには廃止されたりすることもある。

具体的な見直し作業では、項目の分割・新設等にあたって求人/広告件数を基準にする会

社が多いが、それが唯一の基準になっているわけではない。それ以外の基準を並行して採用

している会社もある。たとえば、B 社では業種を新たな分類基準に採用して分類項目を職種

×業種の組合せにしている。P 社では求人動向だけに力点を置くのではなく、求職申込者数

を同時に考慮している。また、S 社では大分類レベルにおける分類基準を仕事の種類に統一

している。

一方、部分改訂ではなく分類構造の変更をともなう全面改訂を実施している会社もある。

これに該当するのは G 社・M 社・N 社の 3 社である。G 社では 3 層構造を 2 層構造に変更

しているが、M 社と N 社はその逆に階層を増やして、単層構造を 2 層あるいは 3 層にして

いる。改訂にあたって重視した点は、いずれの会社も求人と求職者のマッチング効率を高め

ること、求職者にとって分類体系が理解しやすいことの 2 点で共通している。特に後者は重

要である。求職者がその希望する職種の求人に素早くたどり着けるように分類の階層を 2 層

にしたり、職種分類の項目を編集して求職者に分かりやすい求人検索用職種分類を作成した

りしている。

1.5 求人の多い職種における分類項目の構成

分類項目によっては求人/広告件数の多寡が著しい。特に求人/広告件数の多い項目は求職

者の求人探索の便宜等を考えて何らかの対応が必要である。その選択肢のひとつが項目の細

分化である。厚生労働省の平成 16 年度労働市場年報によると、求人件数の多い上位 7 つの

小分類項目で求人全体の 3 割弱をしめている。最も求人件数の多い商品仕入・販売外交員は

7.8%、2 位の販売店員は 5.9%をそれぞれしめている。商品仕入・販売外交員に分類される仕

事の多くは、いわゆる営業の仕事である。それに該当する細分類レベルの項目 は商品販売17

外交員と製造受注外交員の 2 項目である。商品販売外交員には小売外交員・卸売外交員・新
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聞拡張員の 3 職業が特掲されている。したがって商品を取り扱う営業職の職業として職業分

類上に設定されているのは、これら 4 職業である。

少数の分野に求人が集中する傾向は公共職業安定機関だけではなく民間事業者でも同様で

ある。民間事業者で特に求人/広告件数の多い分野は技術者（特に IT 技術者）と営業職で

ある。これらの分野で職種を設定するときに特に留意していることは 「求職者にとって分、

かりやすい職種名にする」が 11 社で最も多く、次いで「業種別にする （9 社）となってい」

る。これら 2 項目以外では、項目の細分化や当該業界における一般的な職種の設定を指摘す

る会社が比較的多い。

「分かりやすい職種名」とは、求職者の認知度が高く、また名称をみただけでその仕事内

容が推し量れるものと言い替えることができよう。これに関連して、民間事業者が労働省編

分類に抱いている違和感は、営業職を外交員という名称で表現している点にある。

職種分類に業種別視点を持ち込んでいるのは民間事業者の特徴のひとつである。この視点

は分類階層の上下を問わずいずれの階層にも適用されている。大分類レベルに業種別項目を

設定している企業があれば、営業職の細分化にあたって最下層レベルの項目設定を業種別に

している企業もある。業種の視点は求職者との親和性が高く、それが業種の視点を積極的に

採用する動機のひとつになっているものと思われる。

2 職種分類の運用

上述の通り有料職業紹介・求人広告の事業者が職種分類の作成にあたって特に重視する点

は企業の人材ニーズと求職者の職種認識である。これら 2 点は職種分類に期待される役割の

裏面でもある。職種分類に求められる第 1 の役割は、求人職種を職種分類上の項目に的確に

位置づけられることである 人材ニーズに配慮して項目を設定するのはそのためである 第 2。 。

の役割は求職者がその希望職種に応じた求人情報に間違いなく到達できるようにすることで

。 。ある そのためには職種分類の体系・項目が求職者にとって分かりやすいことが求められる

ここでは、この 2 点について民間事業者が実際に職種分類をどのように運用しているかをみ

てみよう。

2.1 求人職種と職種分類

求人企業との接点にある営業担当者・制作担当者・コンサルタントは、求人/広告申込書

等に記入された職種名や仕事の内容、あるいは企業ヒアリングで収集した情報にもとづいて

求人を自社の職種分類上の項目に位置づけるとき、その判断が難しかったり判断に迷うこと

がある。そのようなケースのうち調査対象企業の過半が共通して指摘しているものが 2 つあ

る。ひとつは求人職種と分類項目との一対一の対応が難しいケース、もうひとつは新らしい

職種など対応する項目がそもそも職種分類に設定されていないケースである。
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(ｲ) 求人職種が職種分類上の複数の項目に該当するケース

。 、この問題は分類項目が細かく設定されているときに起こりやすい 分類項目は仕事の種類

すなわち職務の類似性を主に考慮して設定されている。他方、企業はそれぞれ独自の職務編

成でひとつの仕事を組み立てている。このため同じ仕事であっても職務構成は企業によって

違いがある。したがって求人の仕事内容と職種分類上の項目を一対一に対応させることが難

しいケースが起こる。

このような場合、民間事業者と公共職業安定機関では対応の仕方が多少異なっているが、

基本的な考え方は共有している。

公共職業安定機関では 1 求人 1 職業を原則にしている。この原則をすべての求人に適用で

きるように労働省編分類では求人の職務内容が複合的な場合の分類原則を定めている。原則

は 3 つある。第 1 優先順位は、職務遂行に必要なスキルが難しい方の職務をとる。第 2 は、

従事する時間の長い方の職務をとる。第 3 は、最終工程あるいは主要工程の職務をとる。現

実には必ずしもこれらの原則がその優先順位通りに適用されているわけではない。実際には

より簡便な基準が広く用いられている。それは「主な職務」という基準である。複数の職務

のうち一番重要なものを確認し、その職務に該当する職業に位置づけている。この基準は 3

つの分類原則のいずれにも該当する可能性がある。では、なぜ実務では分類原則がそのまま

適用されていないのかという疑問が涌く。その理由は、第 1 にスキルの概念は労働省編分類

では用いられていない。したがってスキルの判断には担当者の個人差を避けることができな

い。第 2 に従事する時間の長さと職務の重要性とは必ずしも比例するわけではない。第 3 に

工程の概念は必ずしもすべての仕事に適用できるわけではない。このように原則そのものが

、 。現代社会における仕事の実態にそぐわない面があり その妥当性が疑われているともいえる

求人票の仕事内容の欄に複数の職務が記載され、それぞれが主な職務であって、それぞれ異

なる分類項目に該当する場合には 「その他」の分類項目に位置づけられることになる。、

他方、民間事業者は必ずしも 1 求人 1 職種を厳守しているわけではない。複数の位置づけ

を認めている会社も少なくない。ただし、求人職種の位置づけについては仕事内容の中で主

な仕事に対応する職種に位置づけることを一般的な原則としている。この点で公共職業安定

機関と考え方を共有している。複数の職務のうち主なものを即座に判断できるなら問題の程

度は軽い。その判断が難しい故に現実的な対応を迫られているのである。仕事内容に含まれ

ている複数の職務について重要度や優先順位の高低など職務間の違いを求人企業が明確に判

断できないとき、それでも 1 求人 1 職種を固守する会社がある一方、複数の位置づけ（許容

される範囲は 2 職種～無制限にわたる）を認める会社もある。複数の位置づけを認める論理

はマッチングにある。求人を複数の項目に位置づけることによって仕事の違いをマッチング

に生かすことができる。これを求人企業の側からみれば複数の職種に位置づけられたことに

よってより多くの求職者との接点ができることになる。求職者にとってはひとつの職種の中

に異なる職務の求人があることによって選択肢が増えることになる。また、求人と求職者を
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仲介するコンサルタントにとっては、求職者に紹介できる求人の幅が広がること、より広い

範囲の求職者の中から求人企業に適切な人を紹介できることなどの利点がある。

(ﾛ) 求人職種を位置づけるべき適当な分類項目が設定されていないケース

事前調査票の問 20（求人職種を職種分類上の項目に対応させるとき、該当する項目が設

定されていない場合の処理方法）では、職種分類の作成時には想定されていなかった新しい

仕事や、従前からの仕事であるが職種分類には関連項目が設定されていないものなど既存の

項目に全く該当しない仕事に遭遇したとき職種分類のどこに位置づけるのかを尋ねている。

この質問では職種分類に「その他」の項目が設定されていることを前提にして 「その他」、

かあるいは既存の項目のいずれかに位置づけられるものと想定していた。回答をみると「そ

の他」の項目に位置づける会社が 11 社、既存の項目に対応させる会社が 10 社で両者はほぼ

拮抗している。

しかし、ヒアリング調査時に各社の職種分類表をみると「その他」の項目が設定されてい

ないものが少なくないことが分かった 「その他」が設定されていない場合には、求人の仕。

事内容に関係があると考えられる既存の項目に位置づける以外に他の選択肢はない。位置づ

けの難しい求人と既存項目との対応は実務では次のように行われている。まず始めに、仕事

内容に対応する大分類項目が選択される。位置づけの難しい仕事であっても大分類レベルで

の位置づけが難しいものは多くはない。大分類項目が決まれば、次にその下位のどの小分類

項目に位置づけるのかを判断することになる。この際、上述の通り複数の項目を選択できる

会社が多く、そのような会社では関連すると考えられる複数の小分類項目が選択されること

になる。

職種分類表に「その他」の項目が設定されている場合には、そこに位置づけるのが基本で

ある。しかし、現実にはより柔軟な対応が行われている。求人広告事業者と人材紹介会社で

はその対応の考え方が異なるものの、現実の対処方法はほぼ同一である。求人広告の申込企

業が重視する点のひとつは、当該広告が職種分類上のどの項目に位置づけられるかである。

それは、インターネットの求人情報サイトのサイト閲覧者は通常、職種別求人検索によって

求人情報を収集しているからである。検索時に「その他」を選択する人は多くはない。その

ため広告申込企業は「その他」に位置づけられることを避ける傾向にあり、営業担当者や広

告制作担当者はそれに配慮して位置づけるべき項目を選択している 「その他」には位置づ。

けず、既存項目の中で最も適切と考えられる項目を選択することもあるが、複数の項目に位

置づけることのできる会社では「その他」と既存項目の両方を選択することもある。

人材紹介会社に求人申込をする企業は、求人要件を満たした求職者が紹介されるかどうか

という点に強い関心を示すが、当該求人が職種分類上のどの項目に位置づけられるかについ

てはほとんど介意しない。求人の位置づけに関心を持っているのは、当該求人を担当する営

業担当者やコンサルタントである。人材紹介会社の求職登録者の多くはインターネット経由



18 労働省編分類は「その他」の項目を 2 通りの意味で設けている。ひとつは、ある分野でいくつかの職業を設
定し、それ以外の職業を収容する項目として「その他」を設けるケースである。これは中・小分類レベルの
「その他」と細分類レベルの多くの「その他」が該当する。もうひとつの「その他」は、小分類レベルに既
に設定された「その他」の中で更に職業を設定し、それ以外の職業を収容する項目として細分類レベルに設
けられた「その他」の項目である。つまり「その他」の中の「その他」である。公共職業安定機関の職員が
求人申込書・求職申込書に記入する職業分類番号は細分類レベルの職業のコード番号である 「その他」を選。
択するということは細分類レベルの「その他」を選択することである。なお、細分類レベルの「その他」の
コード番号は末尾 2桁が 99 で統一されている。

19 99 コードに位置づけられた求人件数はある程度の量があるものと思われるが、実態は公表されていない。求
人数や求職者数などの職業紹介に関するデータは、大・中分類レベルの職業が「労働市場年報」に、小・細
分類レベルの職業が「労働市場センター業務月報」にそれぞれ掲載されている。しかし公表データは労働省
編分類の一部の項目に限られている（中分類項目は全体の 78%、小分類項目は全体の 29%、細分類項目は全
体のわずか 1%にすぎない 。）
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の求職者である。それらの求職者は各社のサイトに掲載された求人情報を検索して希望する

案件に応募を希望する者である。したがって職種別求人検索時にあまり利用されない項目に

。 、 。位置づけるのを避ける傾向にある 求人情報は まず求職者の目に触れることが重要である

そのため位置づけの判断の難しい求人職種は、求人広告事業者の場合と同様に 「その他」、

ではなく既存の項目に位置づけられることもあれば 「その他」と既存項目の両方に位置づ、

けられることもある。

一方、公共職業安定機関では 1 求人 1 職業の原則にもとづいて既存の項目に対応させるこ

との難しい求人は、労働省編分類の「その他」の項目に位置づけている 。そこに位置づけ18

られた求人は、既存項目に含まれない職業や「その他」の職業の中の更に「その他」の職業

である。既存の項目と仕事上の関連性が薄いものや既存の複数の項目に関連するものなど種

々雑多な仕事がこの項目に位置づけられる。

既存の分類項目に位置づけられなかったという点で「その他」に位置づけられた求人職種

は、新規項目の作成や既存項目の分割など分類の改訂に役立てることができる。民間の事業

者は「その他」の項目に位置づけられた職種を精査して、その結果を分類の改訂に生かして

いる。しかし労働省編分類の改訂にあたってはそのような手法がとりにくい状況にある。そ

れは職業安定業務統計における集計の範囲が限定的であるからである 。19

(ﾊ) 職種知識の習得

求人職種の職種分類上の位置づけを判断するのは、求人広告事業者にあっては営業担当者

や制作担当者、人材紹介会社では営業担当者やコンサルタントである。先に述べた位置づけ

の判断の難しいケースを始めとして、求人の仕事内容・職種名と分類項目との対応を的確に

行うためには位置づけの原則を明確にするとともに、担当者が的確に判断できるように参考

資料を備える必要がある。調査対象 18 社のうち職種分類の内容と運用に関する資料（仕事

内容を記述した資料、職種名の索引、位置づけの原則など）を備えているのは 6 社にとどま

っている。資料を整えている会社であっても一部の職種だけのこともあり、職種分類に設定

されたすべての職種について資料を揃えている会社は少ない。

民間事業者の場合、営業担当者等は実務経験を通して仕事と職種分類上の項目との関係を



20 東京都の 23 区内にある公共職業安定所では労働者派遣会社や業務請負会社の求人が求人全体の 3 割程度をしめ
。ている。求人の位置づけの判断が難しいのは、派遣労働・業務請負の仕事が業務を単位としているからである
。一方、労働省編分類の職業は職務を単位にしている。業務と職務との関係にはさまざまなタイプが考えられる

その中で、業務が複数の分類項目に該当する職務を含む場合などは特に位置づけの判断が難しい。
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学んでいく。研修や勉強会を通して業界や職種に関する情報を共有している会社もあるが、

大半の会社では OJT が基本である。人材紹介会社の営業担当者・コンサルタントはある一

定範囲の業界を担当するのが通例であり、経験を積み重ねることによって求人の仕事と職種

分類との対応を的確に判断できるようになる。求人広告事業者の営業担当者等が対象にする

のは一定範囲の地域・業界である。限定的な範囲内での活動であることから、経験に比例し

て仕事が正確に行えるようになるものと考えられる。

一方、公共職業安定所の場合、職員には職位・職責に応じた研修の機会が提供されている

が、研修対象者の人数は限定的である。このため窓口職員の大半は経験を通して仕事を学ん

でいくことになる。求人受付窓口には職員用の資料（求人職種と労働省編分類との対応表な

ど）が備えられていることが多い。このような資料を作成しているのは、公共職業安定所が

一定の管轄地域内の企業からの求人を受け付けており、求人の多い職種がある程度固定して

いるからである。判断の難しい求人申込があった場合、求人窓口の職員は個人の裁量で、あ

るいは同僚に相談したうえで職業分類コードを選択している。従来、管轄地域内から出てく

る求人職種はある程度予見できるところが多かったが、最近は都市部の公共職業安定所、特

に労働者派遣会社や業務請負会社を管轄地域内に持つ公共職業安定所ではそれらの会社から

の求人申込が多く、位置づけの判断が難しい求人職種が増えている 。20

2.2 求職者と職種分類

民間事業者が職種分類を作成するときに重視している第 2 の点は求職者の職種認識であ

る ユーザーフレンドリーの視点を特に意識しているのは (a)分類項目を作成するとき (b)。 、 、

分類体系を表示するとき、そして(c)求人探索の方法を工夫するときである。

第 1 に、分類項目は求職者との直接の接点である。その意味で職種名は求職者がその希望

する分野の凱切な求人情報にたどり着けるようにするための誘導灯の役割を負っている。し
がいせつ

かし、既に繰り返し指摘した点であるが、我が国では職種情報が一般的知識として広く共有

されている状況にはない。これに対して個々の経済活動分野である業界についてはある程度

知識の共有化が進んでいる。このような環境のもとで分類項目を設定する場合、仕事の種類

の区分である職種を唯一の基準にすると求職者の認識との間に乖離が生じる危険性が高い。

特に大分類項目は職種別求人検索の入口であり、ここで項目の選択を間違えると希望する分

野の求人情報に到達することが難しくなる。そのため求職者の認識にあわせて大分類項目の

名称を決め、その下位の職種の構成を考えている。それ故に大分類項目の名称は、技術者の

分野では業界名、企業横断的な仕事の場合には職種名になっている。

分類体系の最下層の分類項目の名称を決めるときには、必ずしも求職者の意識だけを考慮
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しているわけではない。時には求人側の視点や職種分類を使用する営業担当者・コンサルタ

ントの視点を強く反映した名称になることもある。どの視点が強く意識されるかは項目の細

分化の程度に関係しているものとみられる。項目が比較的大くくりになっているケースでは

求職者・求人企業・分類使用者の三者の共通基盤となりうるような名称が選択される傾向に

ある。そのような名称にしているのは、求職者にとって希望する仕事に対応した項目を選び

やすいこと、営業担当者・コンサルタント等にとって求人職種との的確な対応がしやすいこ

、 。と コンサルタントにとって担当以外の分野についても理解しやすいことなどの理由による

他方、最下層の項目が細分化されている場合には、求人企業の視点を意識した名称を用いる

傾向にある。項目に名称をつけるとき求人企業が一般的に用いている名称かどうかを考慮し

ている会社は 5 社ある。項目を細分化すればするほど、各項目の仕事の範囲は狭まり、それ

を的確に表す名称を選択する際には求人企業が実際に使用している職種名を参考にせざるを

えなくなる。その関係で名称は必ずしも職種を表すものとなっていないことがある。たとえ

ば、細分化された項目が設定されている分野の代表は IT である。F 社の IT の小分類項目

をみると、SE（システムエンジニア）などの職種を表す名称だけではなくソフトウェア設

計・サーバー設計/構築・ネットワーク監視・通信インフラ企画/設計・パッケージソフト

/OS 開発など仕事や業務の名称を冠した項目が設定されている。

求職者の認識を考慮した第 2 の点は、職種別求人検索の項目である。通常は大分類項目を

そのまま用いることが多い。自社のサイトのトップページに大分類項目をすべて表示して、

求職者に希望する仕事に対応した項目を選択するように促すものである。しかし、大分類項

目の数が多い場合には求人検索用の職種分類を別途作成している会社がある。この例には H

社と R 社が該当する。H 社では大分類レベルの 18 項目を 9 項目に集約している。R 社は 19

項目の大分類を 12 項目にまとめて検索用分類を作成している。いずれも表示する項目数を

減らして求職者が項目一覧を一瞥しただけで項目の選択ができるようにしている。

職種分類の項目をそのまま表示する企業でも、求職者の希望する仕事に対応した求人情報

を的確にかつ素早く表示できるようにさまざまな工夫をしている。そのひとつは求職者が求

める求人情報に間違いなくたどり着けるようにするための工夫である。たとえば、大分類項

目に IT と営業職の 2 つの項目が含まれている場合、IT 業界の営業職を希望する求職者はど

ちらの項目を選択すべきか迷うことがある。営業職の項目を選択する人もいれば、IT の項

目を選ぶ人もいる。いずれの項目を選択しようとも、便宜上、下位に「IT 営業職」が設定

されていれば求職者は目的とする求人情報にたどり着くことができる。

求職者が求人を探索する際には選択の負担を減らすことが重要だと考えている会社が多

い。職種分類が大・中・小分類の 3 階層構造の場合、求職者は職種別求人検索で大・中・小

分類の順に 3 回クリックしないと目的の求人情報にたどり着けない。このクリックの回数を

減らすためのさまざまな工夫がみられる。たとえば、B 社の求人情報サイトでは大分類項目

を選択すると、その下位の中・小分類レベルの項目がすべて表示される。この中から希望の
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項目を選ぶと求人情報が表示される このように 2 回のクリックで求人情報に到達できる G。 。

社の求人情報サイトではまず大分類項目を選択し、次に中分類項目を選択すると求人情報が

表示される。小分類項目は絞り込み検索を行うときに用いられる。G 社では求職者の手間を

省くという点を追求した結果、3 階層の分類構造を 2 階層に変更している。また、Q 社では

職種分類の全項目を表示することによって求職者が 1 回クリックするだけで希望職種の求人

情報を表示できるようにしている。

民間事業者がユーザーフレンドリーの視点を意識する 3 番目の点は求人探索の方法であ

る。求職者に提供している求人探索のための支援措置は、会社によってその内容に多少の差

があるが、大同小異である。いずれの会社も検索機能を利用して求人探索を促す点は同様で

ある。違いは検索項目の種類である。職種別検索しかできないサイトがある一方、職種に加

えて業種・勤務地・雇用形態・賃金水準・年齢・スキルなど多数の項目を検索条件に設定し

ている会社もある。フリーワード検索の機能を提供している会社も多い。それらの検索項目

のうち求職者が実際に利用するものは限られている。職種と組み合わせて最も多く用いられ

ているのは勤務地である。求職者は、求人探索においてある特定地域の中で特定職種に関す

る求人情報を幅広く収集することを基本にしているとみられる。他の検索項目は 「職種＋、

勤務地」の条件に該当する求人情報が多いときに絞り込み検索を行うための項目として利用

していると考えられる。

次に検索結果として表示された求人情報のうち求職者は特定の項目に注目する傾向があ

る。表示された順に各求人情報の内容を丹念にみているわけではなく、確認すべきいくつか

の点を中心にしてみているのである。求職者が視線を止めるのは、会社名・仕事名、応募要

件、勤務地の 3 点である。これらの点で興味のある情報は、その内容を詳しくみることにな

る。このような求職者のサイト閲覧行動にもとづいてこれら 3 つの点を重視して情報提供を

行っている会社もある（B 社、H 社 。なお、フリーワード検索の機能を提供している会社）

は多いが、求職者の利用はそれほど多くはない。

数多くの検索項目を準備していても実際に多く利用されているのは職種と勤務地の 2 つで

あるという点は、G 社の指摘するような求職者のインターネット・リテラシーの問題ではな

く、やや広い範囲の中から求人を絞り込んでいくという、いわば求職者の求人探索戦略を素

直に表したものと考えられる。しかし、だからといって職種・勤務地以外の検索項目を等閑

視してもよいというわけではない。検索項目は、職種設定のあり方に対するもうひとつのア

プローチを内包しているからである。適切な検索項目を設定することによって職種のくくり

方をある程度以上に細かくする必要性が薄れる。たとえば、営業職の細分化にあたって大分

類「営業職」の下位に業界別の営業職を設定することもひとつの方法であるが、検索項目に

業種を設定すれば 業界別営業職の設定は不要になる この場合 営業職の求人検索には 職、 （ 、 「

種×業種」が前提になることを求職者が認識する必要がある 。このように職種の細分化よ）

りも検索機能の充実を指向している会社がある。その代表は U社である。
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3 問題点の整理

上の 1 と 2 では民間事業者が使用している職種分類の特徴とその運用上の工夫を明らかに

するとともに、労働省編分類との比較の観点から両者の相違点と類似点を指摘した。ここで

は、職業分類の共通言語化を念頭に置いたとき特に問題となりがちな点、すなわち両者間の

溝が深く、折衷することが難しい点を改めて整理しておこう。図表 8 は両者の隔たりが特に

大きな点をまとめたものである。労働省編分類は日本標準職業分類に準拠している（表中の

網掛け部分を参照 。したがって、職業分類の共通言語化を進める際には両者の整合性をど）

のように考えるのかが重要なポイントになる。しかし、これは両者の整合性を前提にするの

か、あるいは官民間の共有化を優先するのかといった単純な二者択一の問題ではない。整合

性を確保してきた背景にはその必要性があり、また民間事業者の職種分類には独自の論理が

あるからである。両者を如何に斟酌するのか、正にその点にこの問題の核心がある。

図表 8 労働省編分類と民間事業者の職種分類との対照表

労働省編職業分類 民間事業者の職種分類
体系の準拠枠 日本標準職業分類 ①同業他社の職種分類、②独自に作成
基本的考え方 ①分類体系(大・中・小分類)は日本標準職 ①企業の人材ニーズに対応した職種設定

業分類に準拠(小分類レベルでは職業紹介 ②求職者に分かりやすい分類体系・職種名
業務上の必要性を考慮して項目を追加)
②細分類レベルの職業は職業構造の変化
・業務上の必要性を考慮して設定

分類体系 4階層(大・中・小・細分類) 2 階層(大・小分類)が主流
大分類項目の配 日本標準職業分類に準拠 主に求人件数・広告件数の多い順(他に営業戦略
列 上の配慮など)
分類基準 日本標準職業分類に準拠(仕事の類似性が 主に仕事の内容(他に仕事の名称など)

最優先、その他 7項目)
項目の名称 日本標準職業分類に準拠 ①社会一般に広く用いられている名称

(細分類項目は一般的な名称を使用) ②求職者にとって分かりやすい名称
項目の集約・構 分類基準を適用 分類基準＋業種区分
造化 (配列は工程・商品分類の順)
最下層レベルの 2167(細分類) 100 ～ 200 のものが多い
項目数 (最小 61 ～最大 1170)
改訂間隔 日本標準職業分類の改訂に準拠 3～ 5 年ごと

(前回 1999 年、前々回 1986 年) (システム・サイトの更新に連動)
改訂の方法 大・中・小分類項目は日本標準職業分類 ①部分改訂のとき‐営業担当者やコンサルタ

に準拠（細分類項目は労働政策研究・研 ントが収集した情報にもとづいて改訂
修機構の独自調査にもとづいて改訂) ②大規模改訂のとき‐管理部門が主導

求人件数/広告件 ①商品仕入・販売外交員‐商品販売外交 ①技術者(特に IT 技術者)
数の多い職種に 員は 3 項目に細分化 ②営業職
おける項目の構 ②販売店員‐販売店の形態別に 10 項目以 細分化にあたっては求職者にとって分かりや
成 上に細分化 すい名称の使用及び業種別の項目設定に配慮
求人職種と分類 ①複数の項目に該当するとき ①複数の項目に該当するとき‐主な仕事に対応
上の項目との対 １求人 1 職種‐優先順位に関する原則あ する項目、又は仕事内容に対応する複数の項目
応 り ②該当する項目が設定されていないとき‐仕事

②該当する項目が設定されていないとき 内容が類似する項目、又は「その他」＋仕事内
「その他」に位置づける 容が類似する項目
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第 4 章 共有化に向けた課題

民間事業者が職種分類に求めている基本条件は 2 つある。第 1 は求人職種に対応する分類

項目が設定されていること、第 2 は分類体系・分類項目が求職者にとって分かりやすいこと

である。民間事業者はこの両方の条件を満たすように職種分類を作成し、改訂しているとい

っても過言ではない。しかし 2 つの条件を均等に重視しているわけではない。現実には第 1

の条件がより重視される傾向にある。求人広告事業者・人材紹介会社はともに営利の事業を

営んでおり、利の源泉は求人企業にある。このことが（意識の有無にかかわらず）求人重視

の姿勢をとらせることにつながっている。だからこそ民間事業者は企業におけるつとめの種

類を表した「職種」分類という用語を用いているのである。

、 、一方 労働省編分類は日本標準職業分類に準拠することによって職業分類としての純粋性

すなわち分類原則にもとづく区分の一貫性を固守している。しかし概念が先行すると、現実

から遊離しがちである。この点で 2 つの問題に留意する必要がある。ひとつは現実と分類項

目との対応関係である。特に社会の変化のスピードが早いときには職業分類と現実との隔た

りが大きくなる傾向にある。社会の断面を映し出す鏡として職業分類を利用するためには時

機に応じた改訂が求められる。しかし日本標準職業分類の改訂間隔は長い（7 ～ 11 年 。）

もうひとつの問題は職業分類の利用目的である。労働省編分類は日本標準職業分類に準拠

しているが故にかえって使いづらくなっている面がある。対象は同じであっても利用目的に

よって設定される分類項目や項目のくくり方は違ってくる。たとえば、職業紹介の視点から

みると介護の仕事とホームヘルパーの仕事は類似の仕事として認識される。しかし日本標準

職業分類は仕事の種類という分類原則を厳密に適用して両者を福祉の仕事とサービスの仕事

にそれぞれ別々に区分している。労働省編分類は職業紹介業務用の分類であるにもかかわら

ず、その分類体系は統計目的で作成された日本標準職業分類に準拠しているのである。

以上のように民間事業者の使用する職種分類と労働省編分類ではそもそも分類の枠組み自

体が相違している。その差違は民間事業所間よりも、民間事業者と労働省編分類の間のほう

が大きい。両者の差は枠組みの問題にとどまらず、第 3 章で分析したように分類構造を始め

として運用に至るまで広範な分野に及んでいる。民間事業者の使用している職種分類の特徴

といえる点は、労働省編分類と対比したとき両者の隔たりが特に大きい点でもある。また、

それらの点は両者の共通基盤を形成する際に隘路となる可能性を秘めている。

以下では、本小論のまとめとして共通言語化の課題と可能性について論点を整理しよう。

1 何のための共有化か

職業分類の共通言語化は、まず公共部門が先行した。1960 年に日本標準職業分類が正式

に設定され、以後、公共部門の実施する統計調査の職業別集計にはこの分類が使われること

が多くなった。一方、当時の労働省では独自に開発した職業紹介業務用の職業分類を使用し
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ていた。しかし両者は分類基準・構造が大きく異なり、大分類項目も相違していた。その結

果、政策の立案等において労働省編分類にもとづいて作成した職業安定機関の業務統計と日

本標準職業分類にもとづいて集計された各種統計調査の結果を比較・照合することが難しく

なった。このような政策過程における実態把握の問題を背景にして労働省は 1965 年の労働

省編分類の改訂で日本標準職業分類の体系に準拠することを選択し、それ以降労働省編分類

は日本標準職業分類の改訂にあわせて改訂作業が行われている。

職業安定法第 15 条及び同法施行規則第 11 条には公共部門での共有化を更に一歩進めた官

民間の共通言語化の狙いや目的に関する記述はない。しかし同法の改正が ILO 第 181 号条

約の批准のための国内法の整備であることは明白である。これを基点にすると官民間の共通

言語化は次のように考えられる。労働力需給に係る政策の適切性を確保するためには労働市

場における求人・求職者の全般的な動向を把握することが基本である。しかし当時実際に利

用できるデータは職業安定機関の業務統計に限られていた。そこで職業紹介事業の自由化に

あわせて対象を職業紹介事業・労働者募集・労働者供給に拡大し、データ収集の用具として

官民共通の職業分類の作成が考えられたものと思われる。

政策上の必要性とその実現可能性は、当然のことながら必ずしも一致するとは限らない。

当時、共有化の実現可能性をどのように考えていたのかは不明である。1999 年の求人広告

事業者を対象とした統一職種分類の作成では、試行的に集計した 3 社の職種分類に設定され

た項目のうち労働省編分類の大分類項目との対応をとることが難しいものは 1 割以下であっ

た。この結果は、労働省編分類を共有言語の母体にすることが可能であると積極的に解釈す

ることもできるが、逆にデータの誤差が 1 割近くをしめる実態に鑑みて共通言語化の可能性

を消極的に評価することも可能である。また、翌 2000 年の職業情報検討委員会報告では職

業情報の共通言語化が謳われ、職業に関する情報を公共財とみなす考え方が示された。

これら 2 つの報告書には共通言語化の方向が示されているが、それが妥当なものであると

いう根拠は示されていない。その方向を導くための実態把握は限定的であり、その結果は多

義的ですらある。また、その方向は果たして実現可能なものであるかどうかという点につい

ては検討が行われていない。官民共通の職業分類の作成を掲げるのならば、その理由を明確

に示す必要がある。それによっては実際の運用が違ってくることも考えられる。運用の選択

肢は 2 つ考えられる。ひとつは大分類レベルの項目の共有である。このレベルの項目につい

ては、既に有料職業紹介事業報告の職業別求人数・求職申込件数・就職件数の集計に用いら

れている。もうひとつの選択肢は下位レベルの分類項目の共有である。職業紹介事業や求人

広告の実務で利用されることになる。

前者の場合、集計数値の背景に問題が隠されているのを見落としがちである。有料職業紹

介事業者の職種分類と労働省編分類を大分類レベルの項目で一対一に対応させた場合、項目

によっては実績の過大（又は過小）報告になる可能性がある。それは、職業紹介事業者の職

種分類は求人広告事業者のそれと同様に、大分類項目のもとの小分類レベルの項目の中に労
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働省編分類では他の大分類項目に含まれるものがあるからである。これを修正しないと、件

数を計上すべきではない大分類項目に数値が計上されることになる。

後者の場合には、分類構造・項目の設定・改訂などの点で難しい問題が起こる。分類構造

と項目設定については共有化をどこまで求めるかによって問題の程度が異なる。すべての分

類階層にわたって共有化を求める場合には問題は大きい。労働省編分類は 4 階層の構造であ

るが、民間事業者の職種分類には 2 層構造のものが多い。共通の職業分類を 3 階層で作成し

た場合には、公共職業安定機関では職業のくくりが大きくなり、マッチングに使いづらくな

る可能性がある。他方、民間事業者は求職者の利便性を高めるために職種分類の階層を少な

くしているので、現在使用している職種分類よりも階層の数が多い分類に対して肯定的な評

価をするとは考えにくい。たとえ大分類レベルだけの共有化であっても、下に記すような分

類基準の問題があるので解決は容易ではない。

項目の設定については、民間事業者では求人動向、労働省編分類では日本標準職業分類へ

の準拠というそれぞれの枠組みがある。民間事業者と公共職業安定機関では求人企業の分野

や層が異なっており、それを反映して求職者層もやや異なっている。このように異なる環境

のもとにある民間事業者と公共職業安定機関が共通して実務に使用できる分類を作成するこ

とは困難な課題であるといわねばならない。

分類の改訂についてはその頻度が問題になりやすい。民間事業者は求人動向に敏感に反応

して分類項目を改訂している。したがって求人動向を把握しつつ時機をとらえて改訂すると

いう方針をとらない限り、民間事業者にとって受け入れは難しいものと思われる。また、業

、 。務にコンピュータが導入されている企業では 職種分類はシステムの中に組み込まれている

官民共通の職業分類が作成されたとしても民間事業者はシステムを変更して職種分類を入れ

替えるためのコストについて納得できるような理由が示されない限り導入には慎重な姿勢を

とるものと考えられる。

2 共有化はどこまで可能か

職業分類の共通言語化は、製造業における部品の共有化になぞらえることができよう。部

品の共有化は品質の保証やコスト削減などの直接的なメリットを生むだけではなく、製品戦

略上も重要な意味を持っている。自動車を例にとると、各メーカーは消費者の嗜好に応じた

多種・多様な車種を生産しているが、生産の背景には部品の共有化がある。部品の共有化は

ある程度まで進むと、それ以降は高原状態になる。それは、その時点を境に共有化のメリッ

トよりもデメリットのほうが大きくなるからである。デメリットの最たるものは共有部品を

使うと裁量・工夫の余地が狭くなることである。共有部品は一定の寸法で製造されている。

製品のデザインなどの都合でその寸法よりも少し短い（又は長い）ものを使いたい場合には

共有部品は使えない。つまり共有品ではない部品が必要になる。このように部品の共有化は

製品開発における自由度を制限する要因にもなりうるのである。
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他方、職業分類も共通言語化が進めば、事業者・求人企業・求職者の三者がそれぞれメリ

ットを享受できる。求人情報の供給側である事業者は自社独自の職種分類を作成・改訂する

負担から解放されることになる。求人企業は中途採用者の職業経験を評価する際にメリット

を受けることができる。共通言語化によって各職種に含まれる一般的な職務内容に関する認

識が共有され、求人企業は中途採用の応募者に一定程度のスキルを期待することができるか

らである。求人情報の需要側である求職者も職種を軸にした求人探索において大きな便益を

受けることができる。また、共通言語化は労働市場における円滑な労働異動に資する可能性

も秘めている。しかし、部品の共有化と同じように共有化を推進するベクトルと裁量・工夫

の余地を確保したいというベクトルがある時点で拮抗・衝突するようになる。それは職業紹

介・求人広告の事業者は主要な求人企業層・求職者層が違っているからである。つまり対象

とする市場に違いがある。公共職業安定機関の扱っている求人は生産・労務関係がものが中

心であり、それに対して人材紹介会社やインターネットでの求人広告事業者の求人は技術者

や専門職が多数をしめている。

各事業者が使用している職業/職種分類は対象とする市場にあわせて分類項目の設定が行

われている。公共職業安定機関ではあらゆる職業を対象にして職業紹介業務を行う必要上、

我が国の職業を網羅的に分類した日本標準職業分類に準拠した労働省編分類を利用してい

る。同分類の特徴は、特に生産・労務関係の職業が細かく設定されている点にある。これに

対して民間事業者の職種分類は、求人動向にあわせて項目が設定されている。技術者の求人

が多い企業では、技術者の分野を細分化し、その中でも特に求人の多い IT などの分野では

いっそう詳細な項目が設定されている。

公共職業安定機関・人材紹介会社・求人広告事業者の三者は、対象とする市場の点で多少

の重複がみられるものの、コアの部分はそれぞれ異なっている。この現実を直視すると、ど

のような市場にも対応できる職業分類を作ることは容易ではない。官民共通の職業分類は、

さまざまな事業者に共通する最大公約数的な項目で構成せざるをえない。この共通項の設定

にあたってはいくつかの前提条件がある。第 1 は分類基準の考え方を共有することである。

労働省編分類では仕事の類似性を中心にして、それ以外に製品/サービスの種類などを分類

基準に定めているが、民間の事業者はさまざまな分類基準を用いており、名称を基準にして

分類項目を設定しているケースも多くみられる。その場合、名称が同一又は類似していると

いう理由で X 社の a という職業と Y 社の a という職業を同一であるとみなすことはできな

い。同一であるかどうかを判断するためには両者が分類基準を共有することが前提になる。

第 2 は分類項目の集約方法を共有することである。下位レベルの項目を束ねて上位レベル

の項目を作成するときや、その逆に上位レベルの項目のもとに下位レベルの項目を設定する

ときには、項目を束ねるルールを共有化することが重要である。しかし現実をみると、分類

項目を集約するとき民間事業者では業種のくくりを利用しているが、労働省編分類ではあく

までも仕事の類似性を基準にしており、両者は大きく異なっている。



21 総務省統計局の「日本標準職業分類に関する調査研究委員会」では、座長がその旨の発言を行っている。な
お、同委員会の報告書は次の通りである。総務省統計局統計基準部『日本標準職業分類に関する調査研究報
告書』平成 17 年 6 月。

22 労働省編分類が日本標準職業分類に準拠している故に問題となっている点については次の報告書を参照され
たい。労働政策研究・研修機構『職業紹介における職業分類のあり方を考える』労働政策研究報告書 No.57。
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民間事業者は演繹的方法で職種分類を作成していることが多い。この方法では、まず大分

類項目を設定し、次に実際の求人をその枠組みにあてはめて下位の分類項目を設定すること

になる。その際、職種分類の使いやすさを重視して下位レベルの項目の位置づけを柔軟に行

っている しばしば見受けられるのは 業界を単位にした項目の束ね方である たとえば 金。 、 。 「

融」という大分類項目の中には、アナリスト/トレーダー等の専門性の高い職種と並んで金

融事務の職種も位置づけられている。また、大分類「技術者」の中には、研究・開発・設計

・生産管理等の技術者だけではなく、カスタマーエンジニアやサポートエンジニアと呼ばれ

る主に保守・修理を担当する職種も併置されていることが多い。

他方、労働省編分類では分類項目を集約するとき仕事の類似性や製品/サービスの種類な

どの分類基準を集約のルールとして用いている。このルールを適用して細分類項目を小分類

レベルの項目に束ね、小分類項目を束ねて中分類レベルの項目とし、順次上位階層の項目を

設定している。したがって上位階層の項目になるほど仕事の類似性や製品/サービスの種類

の点で職業のくくり方が大きくなっている。くくり方は大きくなっても、上位の項目と下位

の項目は仕事の類似性という点で一貫している。電気・機械や情報処理など分野は違ってい

ても上位項目が技術者であれば、その下位には技術者の項目だけが位置づけられ仕事の種類

。 。が異なる項目は含まれない この点で労働省編分類と民間事業者の職種分類との差は大きい

3 労働省編分類の改訂に向けて

労働省編分類は、1986 年及び 1999 年の改訂では日本標準職業分類の改訂に並行して見直

し作業が行われている。その日本標準職業分類は次回の国勢調査（2010 年）に向けて改訂

の方向が示唆されている 。したがって日本標準職業分類の改訂が正式に開始されれば、早21

晩労働省編分類も改訂作業に着手することになるとみられる。日本標準職業分類は 1970 年

以降の 4 回の改訂ではいずれも分類の枠組みを維持したまま、職業構造の変化にあわせて分

類項目の修正が行われてきた。他方、労働省編分類は 2 つのポイントに絞って改訂が行われ

てきた。職業構造の変化に対応することと、日本標準職業分類との整合性を高めることであ

る。その結果、1999 年の改訂では日本標準職業分類との完全な整合性を確保している。

労働省編分類をめぐる論点は 3 つに絞られている。それらは労働省編分類の役割と一致す

る点でもある。第 1 は職業の変化に対する対応である。現実の職業と分類上の職業との乖離

を可能な限り小さくし、業務上使いやすい分類にすることが求められる。第 2 は日本標準職

業分類との整合性の問題である。整合性は既に確保されている。では、何が問題なのか。日

本標準職業分類に準拠していることから生じる問題は小さくない 。この問題は、職業分類22
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の共通言語化を重視するのか、それとも業務用分類としての使いやすさを優先するのかとい

う視点の対立でもある。両者は両立が難しいからこそ 1965 年の改訂で当時の労働省は前者

の視点を選択したのである。第 3 は官民間の職業分類の共通言語化の問題である。

共通言語化については、公共部門内での共通言語化と官民間の共通言語化の 2 つの課題が

ある。次回の労働省編分類の改訂作業において共通言語化は重要な課題として取り上げられ

ることになると思われる。しかし、最優先の課題にすることには疑問が残る。労働省編分類

は日本標準職業分類との整合性を確保しているが、実務上では使い勝手の問題が起こってい

る。先に縷々指摘した通り労働省編分類と民間事業者の職種分類との差は大きい。この現実
る る

から目を離して更に一歩進めて官民間の共通分類という考え方を推し進めた場合、実用性を

兼ね備えた共通分類が作成できるとは考えにくい。改訂作業において優先的に検討すべき問

題は、共通言語化ではなくあくまでも実用性の問題である。それは官民ともに実務用具とし

て職業/職種分類を作成しているからである。共通分類を作成できたとしても実務で使いづ

らいものであれば、その価値は半減してしまうことになる。そう考えると、共通言語化は労

働省編分類の第 1 の役割の上に立って検討すべき問題である。

共通言語化は最優先の検討課題にはなりえないとはいえ、そこに至るまでの道筋はある程

度明らかにする必要がある。ここでは中長期的に取り組むべき課題と直ぐにでも取り組むこ

とのできる短期的な課題に分けて、以下にその考え方を整理する。まずは中長期的な課題で

ある（図表 9 参照 。行政側に求められているのは、職業安定法第 15 条の意図を明確にする）

ことである。そのうえで日本標準職業分類との整合性の確保という方針について今後とも継

続するのか、又は見直しを進めるのかの判断が求められる。この方針は 1965 年以降の 3 回

にわたる労働省編分類の改訂において堅持されてきたが、その取り扱い如何によっては共通

言語化の方向が違ってくる。1999 年改訂のように完全な整合性を原則とするのであれば、

共通言語化に向けて取り得る選択肢の幅は極めて狭いものにならざるをえない。すなわち、

その起点は労働省編分類になる。

しかし、これまで整合性は漸進的に進められてきたという事実を見過ごすべきではない。

整合性のレベルは 1965 年改訂では大分類レベルにとどまり、1986 年改訂では大・中分類レ

ベルの項目であった。3 回の改訂を経て日本標準職業分類との統合が完遂している。したが

って、官民間での職業分類の共有化という課題も中長期的な視点から漸進的に進めるのが適

切であると考えられる。その反面、この問題は時間をかけさえすれば解決できるという性質

のものでもない。幸いにも現在は情報処理技術の進歩によって柔軟なデータ処理が可能にな

っている。この技術的進歩を共通言語化の問題に応用することもひとつの選択肢であると考

えられる。情報処理技術を応用すればさまざまな集約の仕方でデータを出力することができ

る。職業/職種分類の違いは、突き詰めれば分類項目の集約の仕方の違いである。大分類項

、 。目の構成を決めているのは 最下層レベルの職業を上位レベルの項目に集約する仕方である

集約の仕方が違えば、当然、生成される大分類項目は異なったものになる。それらの異なる
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集約の仕方に応じたデータ出力のプログラムをシステムに組み込んでおけば、日本標準職業

分類の項目やそれと異なる共通分類の項目にもとづいてデータを出力することが可能にな

る。これによって日本標準職業分類との整合性を確保し、またそれと異なる官民間の共通分

類を作成するという両立しがたい問題を解決することができる。ただし、この解決策は官民

が職業の区分やその集約の仕方について共通認識を持つことを前提にしている。このため共

通認識の醸成を含む中長期的な視点からの取り組みが必要である。

他方、民間事業者には共通言語化の方向について共通の理解と認識を持つことが求められ

る。共通言語化に対するニーズが乏しい状況のもとでは共通言語化の進展は望めないからで

ある。今回ヒアリング調査で訪れた事業所の中には共通分類の作成に積極的な姿勢をとると

ころもあった。この場合、考えられているのは官民間の共通分類ではなく、同一業界内での

共通分類である。その実験的試みの嚆矢は 1999 年の求人広告事業者の統一職種分類である
こう し

が、その運用は事実上挫折している。その背景には共有化のニーズが乏しい中での基準案作

りであったこと、統一分類にもとづくデータの集計にはコストがかかること、統一分類のメ

リットを実感しにくいことなどがある。現在では 1999 年当時と比べて業務処理をコンピュ

ータに依存する度合いが格段に高まっている。職種分類はシステムの中に組み込まれ、他の

項目に関係づけられていることから、職種分類だけを取り出して変更することが益々難しく

なってきている。また、業務上の必要性等に配慮して改訂を進めた結果、職種分類はいっそ

。 。う多様性を帯びるようになってきた 各社が求めているのは使い勝手のよい職種分類である

しかし、求職者にとって多様な職種分類・職業名は求人探索の行く手を遮る迷路ともなりえ

る。サービスの提供にあたってその基本はあくまでも求職者に対する配慮である。この認識

が共通言語化の出発点になると考えられる。

さて、現実に目を移すと、官民の分類が氷炭相容れないという事実に直面する。上に指摘

したように共通言語化には中長期的な視点から漸進的に進めるのが適当である面もあるが、

直ぐにでも取りかかれることがふたつある（図表 10 参照 。ひとつは職業区分の考え方を共）

有することである。官民間の相互理解の問題ではあるが、まずは民間事業者に労働省編分類

。 。の考え方を理解してもらうことが考えられる そのひとつの手段は職業紹介事業報告である

労働省編分類における職業の基準を周知して、職業区分の考え方に対する理解を促す必要が

ある。もうひとつは官民間又は民間事業者間の架け橋となる共通項を作ることである。民間

事業者はさまざまな職業名を用いている。名称が同じだからといって、その仕事内容が同じ

とは限らない。同じ用語を使っていても仕事内容の異なる例が多々みられる。また、職業名

から仕事内容を推測することが難しいものもある。このような状況は求職者が求人を探索す

る際に望ましいものではない。職業名についていえば、必要とされているのはさまざまな職

業名の対応・包含関係を整理した、いわば同義語辞書である。求職者の求人探索に資するよ

うな職業名の辞書・索引を作成することは共通言語化に向けた条件整備の基本である。
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